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免震部材の接合部や取付け躯体の設計をする際のガイドライン

免震建築物のための設計用
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2014年1月
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会誌「MENSHIN」
【A4版・約90頁】

免震建築・技術に関わる情報誌、免震建築紹介、免震建築訪問記、設計例、部材の性能、
免震関連技術等

￥2,500

￥3,000

免震部材標準品リスト
≪改訂版≫－2009－ 【A4版・760頁】

￥3,500

￥4,000

大臣認定された免震部材で、免震建築物の設計に必要な部材ごとの性能基準値を一覧表に
まとめたもの（CD-ROM付き）

免震建物の維持管理基準
≪改訂版≫－2012－ （ユーザーズマニュアル付）

免震建物では、地震時の変位が免震層に集中することから、免震層・免震部材を中心とし
た通常点検・定期点検など、免震建物維持管理のための点検要領などを定めた協会の基準

【A4版・29頁】

￥500

￥1,000
設計・施工に役立つ問題事例
と推奨事例ー点検業務から
見た免震建物ー 画、免震部材、維持管理について解説。

免震建物の点検時に発見される設計や施工に起因する不具合事例について、推奨事例も含
めて解説。チェック編と解説編から構成。建築計画、構造計画、配管・配線計画、施工計

【A4版・20頁】

￥500

￥1,000

積層ゴムの限界性能とすべり・
転がり支承の摩擦特性の現状

積層ゴムアイソレーターの限界性能、すべり・転がり支承の摩擦特性に関する実データを
集積し調査結果をまとめたもの

【A4版・46頁】
￥1,500

年4回発行
2月､5月､
8月､11月

2009年11月

2012年10月

2007年8月

2003年8月

パッシブ制振構造設計・
施工マニュアル
≪第3版　第1刷≫－2013年版－

【A4版・565頁】
わが国で唯一の制振構造専門の設計・施工指針
第2版をより分かり易くした改訂版 ￥5,0002013年11月

時刻歴応答解析法により免震建築物の耐震安全性を検証する際の設計マニュアル
【A4版・206頁】

￥2,000

￥2,500
2010年3月

免震建築物の
耐震性能評価表示指針
及び性能評価例 【A4版・225頁】

免震建築物の地震に対する性能を時刻歴応答解析法により評価する具体的な方法を示すも
ので、性能評価例付き

￥2,000

￥2,500
2005年11月

JSSI 時刻歴応答解析による
免震建築物の設計基準・
同マニュアル及び設計例≪改訂版≫

免震建物の建築・設備標準
－2009－

免震建物の建築や設備の設計に関する標準を示すもの
【A4版・87頁】

￥1,000

￥1,500
2009年12月

一般社団法人日本免震構造協会出版物のご案内 2014年1月31日

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説

住宅）

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説（戸建て免震

【日本建築センター】

【日本建築センター】

耐震改修ガイドライン
【日本建築防災協会】

￥3,500

￥4,000

￥3,550

￥4,100

￥3,800

￥4,500

2001年5月*1

2006年2月*1

2006年6月*2

免震構造施工標準
－2013－

【経済調査会】

￥2,100

￥2,500
2013年7月免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの

【A4版・117頁】

【オーム社】

￥4,700

￥5,250
2010年12月免震構造に携わる実務者必携の書。部材の基礎知識から免震構造の設計、免震層の施工、

維持管理に関する実践的知識までを系統的に、かつ、平易に解説 【B5版・310頁】

免震構造
－部材の基本から設計･施工まで－

「免震告示（免震建物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準（平成12年建設省告示

【A4版・216頁】
第2009号））」に関する解説書

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免震
告示」の解説書

【A4版・195頁】

既存の主としてRC造建築の免震構法・制震構法を用いて耐震改修する際の手引書
【A4版・129頁】

*1　協会の販売は2006年5月～　　　*2　協会の販売は2006年10月～

協会編集書籍のご案内（他社出版）
タイトル

￥2,000

￥3,000
免震建物の耐火設計ガイドブック 免震建物の耐火設計・免震装置の構成材料の温度特性・装置の耐火性・耐火被覆方法等に

関する実務書 【A4版・185頁】 2012年3月

￥2,000

￥3,000
主に免震建築物の設計実務に携わる構造技術者が入力地震動について理解を深めようとする
際の指標となるもの 【A4版・123頁】 2014年1月

￥2,000

￥3,000
免震建築物の耐風設計指針 高層建築物や塔状比の大きな建築物への免震構造適用の増加に伴い必要性が高まってきた

免震エキスパンションジョイント
ガイドライン

免震構造の耐風設計指針・解説と関連技術情報を整備 【A4版・151頁】

免震エキスパンションジョイントの地震時の損傷防止のためのガイドライン。エキスパンシ
ョンジョイントの目標性能を示すとともに、設計、製作、施工、検査、維持管理上の留意点

2012年9月

【A4版・134頁】をまとめた。

￥2,000

￥3,000
2013年4月

大地震に備える 【ナレーション・字幕/英語】
～免震構造の魅力～
【英語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD　約9分】

￥1,500
￥2,000

※Academy
￥1,000

2006年11月

地震から建物を守る免震
【和文、英文版】

免震建築の普及のため一般向けに免震構造を説明したカラーパンフレット
【A5版・6頁】 2009年9月

30部まで無料
（31部以上
1部￥100）

ユーザーズマニュアル 免震建物を使用または所有されている方への注意点をまとめたカラーパンフレット
【A4版・2ツ折】

2007年10月
30部まで無料
（31部以上
1部￥50）

免震のすすめ
これから建物を建てようとする方々向けに大地震から人命・財産・日常生活を守る免震建
物を分かり易く解説、メリット・装置の役割・コストと性能などを記したカラーパンフレ
ット

30部まで無料
（31部以上
ご相談）

2005年8月
【A4版・3ツ折】

免震建築の基本がわかる本
【オーム社】

￥2,600

￥2,940
2013年6月

建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書。
Ｑ＆Ａ方式で、免震建築、特に事務所やマンションなどのビルもの全般にわたり、免震の
基本的なところから計画・設計・施工・維持管理など幅広く解説。 【A5版・190頁】

【Ohmsha】

￥5,800How to Plan and Implement 
Seismic Isolation for Buildings

￥6,510
2013年4月考え方進め方免震建築の英語版

【A5判・123頁】
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1巻頭言

巻 頭 言

1　はじめに
我が国観測史上最大規模、マグニチュード（M）9.0

の巨大地震が2011年3月11日に発生してからまもな
く3年となる。この地震による被害は津波を原因と
するものが甚大であったが、地震規模が著しく大き
かったため、揺れを感じた地域も広大であった。震
源から数百キロメートル離れた場所でも超高層ビル
では大きな揺れが観測された。大阪市は、地表での
最大震度は3程度の揺れであったが、52階建ての大
阪府咲州庁舎では大きな揺れが10分間続き、最上階
では片振幅最大約1mの揺れが観測され、エレベー
タの停止や閉じ込め事象が発生した。日本列島の広
い範囲に、周期4秒や8秒の長周期地震動が伝播した
ことが、広範囲で高層ビルが大きく揺れた原因であ
る。
東京都内の超高層ビルも、長い時間大きな揺れに

見舞われた。だが、これらの揺れによって都内の
60m超の高層ビルの構造躯体が損傷・破壊されたも
のは無く、高層ビルの安全性が確認された。しかし、
すべてのビルのエレベータは止まり、少数の例では
あるが、人が閉じ込められたビルや、エレベータロー
プの絡まりや破損が認められたビルもあった。
東京都内にある筆者の職場には、7階建の免震棟

と、耐震補強された6階建の建物がある。この二つ
の建物の揺れ方の違いは歴然としていた。2006年に
完成した免震棟では、机の上のコーヒーカップも山
積みになっていた書類の束も床に落ちることはな
かった。一方、耐震改修した旧館では、研究室の書
架にある本や書類はことごとく散乱した。最も被害
が甚大だったのは図書室であった。いずれの建物も
構造躯体に損傷はなかった。

2　災害の予知
地震による災害（震災）は、自然災害の中で最も

災害の予知と防災・減災・レジリエンス

平田　直東京大学地震研究所　教授

被害が甚大になる。戦後の自然災害の歴史の中で5

千人を超える犠牲者を出した災害は、昭和34年（1959

年）伊勢湾台風（死者・不明者約5,100人）、平成7

年（1995年）阪神・淡路大震災（同6,400人）、平成
23年（2011年）東日本大震災（同19,000人）である。
これらは、自然現象としての台風や地震の規模が大
きいことがその原因として考えられる。しかし、阪
神・淡路大震災を引き起こした兵庫県南部地震の規
模はM7.3である。この規模の地震は日本全体では毎
年1回程度は発生しており、それほどまれな自然現
象ではない。阪神・淡路大震災はM7.3の大地震が都
市の直下で発生したことで大震災となったのであ
る。このことは、災害の原因として、社会構造に起
因するものの要素が大きいことを意味する。災害科
学ではこれを災害素因という。これに対して、社会
への外力として働く災害の原因を災害誘因と呼ぶ。
地震による強い揺れや津波の高さは災害誘因であ
る。
災害の素因を震災について更に分解してみよう。

強い揺れや高い津波に影響される人口や建物棟数
（曝露量）、建物や構造物の耐震性の少なさ（脆弱性）、
発災後に社会が応急対応や復旧・復興を行う力（災
害回復力）の欠如の三つである。災害回復力はレジ
リエンスと呼ばれることも多い。
災害素因である曝露量、社会の脆弱性とレジリエ

ンスの欠如を克服するためには、将来の災害で何が
起きるかを予め想像することが重要である。将来の
災害時にどうなるかを想定することは、災害に備え
るためには不可欠である。いわゆる災害の被害想定
を国や自治体が行うのはこのためである。建物の耐
震性を考慮した設計をするためには、揺れによる力
を予測して、その力に耐えられる構造にする必要が
ある。一方、避難計画など人間・社会活動などでは、
揺れの強さや津波の高さなどの定量的な情報も必要
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であるが、「ふだんとは異なるとんでもないこと」
が起きても冷静に避難行動を取れるように想像して
おくことが重要となる。つまり、災害の姿を予め知っ
ておくこと（災害の予知）が重要となる。理系の発
想では定量的に将来を想像する（予測）ことが重要
と考える場合が多いが、人間社会の災害を減らすに
は、定性的に想像することも意味する『災害予知』
という概念が必要である。

3　防災と減災
災害に備えて、その発生を完全に防ぐことができ

れば理想的である。しかし、これは二つの観点から
現実的でない。一つは、想定される災害の規模の予
測には不確実性が伴い、予想を超える災害を起こす
外力（災害誘因力）が発生することが避けられない
からである。人間の知識では予測できない大きな力
をもった自然現象が発生する確率はゼロにはなり得
ない。もう一つの観点は、不確実な科学的な知識の
もとに、極めてまれな現象に対して備えることは社
会的な負荷が大きすぎるということである。めった
に起きないことに莫大な予算をかけるのは現実的と
は言えないであろう。合理的な負担（価格と時間）
で効果的な予防策を講じるべきである。
事前の備えには、被害を出さないための抑止と、

被害が出ても軽減するという両方の考え方が必要と
なる。予測できないことが起こるという前提で、壊
れた後の対処が必要との考え方が広がり、抑止も緩
和も復元も含めて『レジリエンス』と呼ばれるよう
になった。

4　回復力（レジリエンス）
災害を抑止するためには、建物の脆弱性を減じる

ことが基本である。耐震、免振、制振などの方法に
よって建物を強靭にすることができる。構造躯体が
損傷しないことは人命を守るために必須の条件とな
る。また、天井材や内装材の損傷や塗装の剥離など
が起こらず、さらに什器が震災時にも転倒しないこ
とが求められている。

 東日本大震災時の高層ビルの被害調査によると、
上層階で長時間揺れが続き、揺れに対する生理的、

心理的な影響が問題になった。ゆっくりとした長時
間にわたる強い揺れが続き、船酔いのような状態に
なったり、恐怖心を抱いたりした人が少なからずい
た。これらへの対策も必要となる。これはレジリエ
ンスを増すために重要である。
レジリエンスは、回復する力だけでなく、予防す

る力をも合わせた総合的な防災力であり、発災後だ
けでなく、発災前から準備しておく必要がある。通
常、予防する力とは、 堅牢な構造物を造り、被害を
抑止することを指している。しかし、予防には本来、
意識啓発や避難計画作成なども含まれる。完全には
防ぐことのできない災害からの復旧・復興には、人
間の活力をいかに引き出すことができるか、発災後
の時間の経過とともにどのように最適な復旧・復興
計画を作って、復旧・復興にかかる時間を短くでき
るか、つまり如何にレジリエントな社会を作ってい
くかが問われている。単に堅牢な建物を作るだけで
は、我が国を襲う大規模な震災に対峙できない。

5　おわりに
我が国は地球上で最も地震の多い地域の一つであ

る。これまで度々大震災を経験してきた。その教訓
は、建物の設計や施工技術の改善に生かされてきて
いる。大地震の発生は避ける事ができないが、それ
を大震災に結び付けない努力が必要である。大都市
部では、今後ますます高層の建物が増えることが避
けられない。都市部への人口の流入も当分の間は続
くだろう。建築物や都市構造物をより安全にするこ
とは社会の脆弱性を減じる基本である。免震技術は
その中でも重要な手法としてさらに進化する必要が
ある。近代的な免震構造物ができてからまだ日が浅
いこともあり、大災害に遭遇した経験は多くない。
2011年東日本大震災では、被災地域に多くの免震・
制震建物があり、それらの免震機能は維持され、そ
の効果が十分に発揮された。しかし、今後予想され
る南海トラフ沿いで発生する巨大地震による長周期
地震動の揺れの強さや継続時間は、2011年の震災時
を上回ることが予想される。大振幅の長周期地震動
に対しても建物の機能が維持できるだけでなく、
人々に安心を与える免震建築物が期待される。
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会員の皆様、新年明けましておめでとうございます。皆
様方にはお健やかな新年をお迎えになられたことをお慶び
申し上げます。
一昨年の政権交代から我が国の経済はデフレを脱却しそ

うな勢いのように見えます。エネルギー関連の輸入が大き
な貿易赤字を生んでいますが、それでもGDPはプラスに転
じています。今後もこの勢いを維持して欲しいものです。
さらに2020年のオリンピック・パラリンピックが東京開催
に決まりました。我が国にとっては大変うれしいことです。
これを契機に東京改造、防災化の動きが加速しそうです。
老朽化の激しい首都高速道路の補修、改築等が計画されて
いますし、幹線道路沿いの建物の耐震化も一層進みそうで
す。さらに渋谷駅周辺の改造などの再開発計画も進行して
います。これからの建設界は大変忙しくなりそうです。し
かし人手不足と建設資材の高騰とで、一部では公共建築物
の入札が不調に終わるという事例も出ています。東北地方
の復興も未だ道半ばです。なんとかうまく調整して、建設
産業界全体で乗り切って欲しいものです。一方では近隣国
である中国、韓国との政治的な関係はますますギクシャク
してきました。これが民間の交流にまで及んで来つつある
のは非常に憂慮されることです。学術の交流にまで影響が
及ばないことを祈っています。
また、中国やブラジルでの大干ばつ、北米の大寒波など、

世界各国を襲う種々の異常気象、国内的には猛暑、局所的
集中豪雨、竜巻などこれまであまり経験したことがないよ
うな異常気象等、地球環境が次第に変わって来ているので
はないかと危惧されます。異常気象の予測、ならびにその
原因の究明と対策が緊急な課題ではないでしょうか。建築
物の設計においてもこれら事象に対応した配慮が求められ
ます。
さて、我々協会は昨年6月で創立20周年を迎えました。す

でにお知らせしたように種々の記念行事を企画し、今年の9

月の記念式典で記念行事は終了します。昨年、9月に東北大
学で開催した第13回世界免・制震会議には200名を超える参
加者を得、特に外国からは14カ国60名を超える参加者があ
りました。世界の地震国において、免震・制震などの応答
制御技術が注目されている事が分かります。世界の先端を
行っている我が国の応答制御技術を国際的にひろめて行く
ためにも我々協会は国際的な活動をさらに強めて行く必要

新年のご挨拶

西川孝夫日本免震構造協会　会長

があります。
幸い会員諸氏のご尽力のおかげで免震・制震構造の発展

は比較的順調です。共同住宅、病院、公共建築等への適用
は着実に増えています。協会の会員数（2014年1月16日現在）
は、第一種正会員92社、第二種正会員210名、賛助会員92社、
特別会員7団体、免震普及会会員92名と順調に推移していま
す。さらに当協会で実施している資格制度、免震部建築施
工管理技術者試験への応募、点検技術者試験への応募も順
調で、免震部建築施工管理技術者の有資格者は3765名、点
検技術者の有資格者は1550名に達しています。毎年コンス
タントに受験者が集まり、有資格者数は順調に増加してお
り、当協会が目的とする健全な免震構造物の普及に貢献し
て頂いています。さらに協会の行っている免震建物に対す
る性能評価業務も順調です。
政府が政権公約に地震防災を取り上げるほど、我が国は

大変な地震国であり地震に対する危険に常にさらされてい
ると言えます。特に発生の危険度が迫っていると言われて
いる、東海、東南海・南海地震が発生した場合には数万人
の死者が出るとの予測があります。地震防災対策、とりわ
け構造物の耐震安全性の向上は急務です。地震に有効であ
ると期待の高い応答制御建物ですが、さらに巨大地震発生
時に予想される長周期地震動に対する対策は充分検討する
必要があると考えています。東北地方太平洋沖地震で明ら
かとなった免震構造におけるダンパー損傷の原因と対策、
ダンパーの多数回の繰り返しに対する性能等引き続き技術
的問題解決に鋭意取り組んでいます。この他に、2000年の
建築基準法改正以前に建設された免震構造における改善す
べき問題点の抽出とそれに対する改善策の策定、応答制御
技術の未来像の策定等、種々の応答制御建物を取り巻く問
題に取り組んでいます。これらの活動は当協会に参加され
る会員の皆様の積極的な御協力、御参画あって実のなるも
のですので、皆様の絶大なるご支援とご協力をお願いたし
ます。この20年間の間に免震構造は一般の方々にもかなり
理解していただけるようになってきたと思っています。次
の20年に向けてさらに健全な免震・制震構造の普及に努め
ていく所存です。
最後になりましたが、建築界とりわけ免震・制震構造に

かかわるすべての皆様にとって、今年が明るい一年となり
ますよう心から祈念いたします。 
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1　はじめに
ヨ－ロッパハウスは、欧州27か国からなる「欧州

連合（EU）」の日本における代表部にあたり、オフィ
スのほか、職員宿舎、集会場、レセプションホール、
駐車場などを擁す複合施設である。長辺方向約
83m、短辺方向約32mの平面規模を有し、地下1階、
地上6階で高さ約22mの基礎免震建物である。
本建物は、免震構造の優位性を活かし、スパン約

10m、全長約83mにわたる5層の住宅棟を、厚さ
200～ 250mmの壁と300mmのボイドスラブを用いた
大規模な無柱無梁の壁構造で構築している。壁構造
でありながら、ファサードとなる壁面には大小様々
のランダムな開口が有り、また、上下階の壁位置が
ずれる部位もある。そのため、直交壁を有効に利用
して、荷重を伝達できるように計画した。ここでは
本建物の構造計画および免震計画について紹介する。

2　建築計画
共用部分をB1階、1階に配置し、2階より上部を住

免 震 建 築 紹 介

ヨーロッパハウス

水谷　太朗
大成建設

吉川　裕亮
同

宅棟とオフィス棟の2棟に分けることで、双方の動
線を分離しながら、様々な諸室を機能的に配置した。
オフィスの執務室は、モジュール化した間仕切り
壁や設備ユニットをラーメンフレームに配置するシ
ステムとし、機能的な執務環境を確保した。
住宅棟は、多様な職員の家族構成に対応するため、
ほぼ全戸を異なるプランのメゾネット住宅とした。
外装材には、ヨーロッパを象徴する建材である銅
板を用いた。オフィス棟の緑青銅板、住宅棟のブロ
ンズ銅板は、2棟の異なる機能を表現するとともに
将来の融合を連想させる。
住宅棟の南面は、ロッジアと呼ばれる壁面から突
き出したバルコニーと大小様々な窓開口をランダム
に配置した特異なファサードを形成し、整然とした
横連窓を基調としたオフィス棟と対峙している。一
つの敷地に同居し、呼応するこれらのデザイン要素
は、EUのモットーである「多様性の中の統合」を
象徴している。
建 物 名：ヨーロッパハウス
建 設 地：東京都港区南麻布
設 　 計：  建築　大成建設一級建築士事務所、ADPI 

構造・設備　大成建設一級建築士事
務所

図1　外観建物 図2　配置図
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施 工 者：大成建設株式会社　東京支店
用 　 途：事務所　共同住宅
建 築 面 積： 1,999.33m2

延 床 面 積：10,561.81m2 

階 　 数：地下1階　地上6階
最 高 高 さ：21.418m

工 　 期：2009年11月～ 2011年8月

3　構造計画
EUの代表部にあたる本建物は、大地震時にその

機能を維持できる基礎免震とし、セキュリティを確
保しやすい鉄筋コンクリート造を基本とした構造計
画としている。免震デバイスを適切に配置し免震層
の偏心を小さくすることで、2棟構成となる上部構
造の地震時のねじれ変形を抑えている。
住宅棟は、外壁と戸境壁を利用した厚さ200～

250mmの壁、300mmのボイドスラブからなる壁構造
とし、居住性を高めるとともに、特徴ある外観デザ
インの実現を図っている。住宅棟の下には大断面梁
（トランスファービーム）を設置し、壁構造からラー

メン構造へ構造形式を転換している。オフィス棟は、
自由なレイアウト変更を実現できるラーメン構造と
し、曲面の屋根は鉄骨造で形成した。B1階、1階は、
機械室周りやセキュリティの界壁を利用して耐震壁
を適切に配置し、上部の2棟を一体化できる剛性を
確保している。スパンの大きい集会場やホールには、
格子梁や鉄骨鉄筋コンクリート造の柱梁を採用して
いる。
免震層の下は厚さ700～ 1200mmのマットスラブ

とし、GL-23m以深の砂礫層または土丹層を支持層
とする既製コンクリート杭で建物を支える。また、
大成式杭頭半剛接合構法（F.T.Pile構法）により、
大地震時の杭頭損傷の低減を図っている。

図3　2F平面図

図6　住宅棟短辺壁及び直交方向壁位置図

図4　構造概要図

図5　住宅棟長辺壁開口概要及び直交方向壁位置図

表1　設計クライテリア
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4　免震計画
（1）免震配置
免震は、ハイブリッドTASS構法（天然ゴム系積

層ゴム支承＋弾性すべり支承）にオイルダンパーを
組み合わせ、中小地震から大地震まで優れた変形性
能と減衰性能を発揮し、加速度や層間変形の応答を
低減するシステムとしている。弾性すべり支承のす
べり発生時のせん断力係数は0.037とし、レベル2の
風に対して滑らないことを確認している。免震層を
含めた全体の固有周期は、すべり発生前2.3秒、
100％せん断ひずみ時3.3秒、300％せん断ひずみ時4.0

秒である。
上部構造のねじれ振動を抑えるため、すべり発生

前から300％のせん断ひずみに達するまで免震層の
偏心率を3％以下になるように免震支承を配置し、
オイルダンパーは、できる限り建物の外周に、減衰
力の偏心が小さくなるように配置している。
なお、本建物は、遠く離れた欧州本部においても

地震後の建物状況を迅速に確認できるように、自動
メール配信機能を有するモニタリングシステムを設

置している。

（2）時刻歴応答解析
レベル2（極めて稀に発生する）地震動による、
免震性能が標準状態での短辺方向の時刻歴応答解析
結果を図8に示す。

5　住宅棟の壁構造
（1）壁構造の採用
住宅棟は、2・3階と4・5階の2段に7.0～ 10.5m×
約10mのメゾネットタイプの住戸が並べられている
が、同じプランを持つ住戸はひとつとしてない。階
高3.3mに対し天井高2.6m（リビング）を実現するた
め、各住戸を囲む外壁及び戸境壁（t＝200 ～
250mm）と、球形ボイドスラブの無梁床版（t＝
300mm）で構成される壁構造を採用した。壁構造は、
柱、梁形の現れない広々とした空間と、遮音、断熱
性能に富む居住性を生み出すことができる。

図8　地震応答解析結果（レベル2 短辺方向 標準状態） 図11　3階柱壁4階床梁伏図

図10　B1階柱壁1階床梁伏図

図9　配置図

図7　免震デバイス配置図
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（2）南面壁面の開口群
南面壁のロッジア、窓開口の配置は、ランダムな
中にも応力伝達可能な最低限の規則性を意匠ととも
に模索し、最終的には外装材となる銅板の幅
（500mm）、コンクリートの充填性をもとに決定した。
免震により低減された地震力（最上階で水平震度
0.27）に対して「壁式RC造計算基準・同解説（日本
建築学会）」の構造規定をほぼ満足することを確認
した。

（3）直交壁を利用した応力伝達
住戸プランが異なるため、上下階で戸境壁の配置
がずれる。また、北面外壁も動線上必要な3,4階の
外廊下により上下階の壁が分断される。そこで、上
下階で壁がずれる部位は、直交する壁版を利用して、
応力が伝達できるように計画した。

（4）FEM解析
FEM解析により、開口部周辺の応力や直交壁によ

る応力伝達など局所的な検証を行った。500mm角の
矩形要素でモデル化し、クラックは局所的にしか発
生しないことから弾性解析とした。

（5）壁配筋の設計
配筋は施工性やコンクリートの充填性を考慮して

縦横のみの壁配筋とし、壁内柱形や梁形の無い設計
とした。壁配筋は、矩形要素の面内応力度から直接、
縦筋、横筋の必要鉄筋量を算出している。具体的に
は、圧縮応力とせん断応力はコンクリートのみで負
担することを基本とし、基本配筋をD13＠200ダブ
ルとする。一方、引張応力が発生する部位、コンク
リートの許容せん断応力度を超える部位には鉄筋の
みで応力負担できるように、補強筋を追加している。
また、主応力方向の引張力に対しては、基本配筋と
補強筋で応力を負担できることを確認している。
壁構造の壁は常時鉛直力を負担するため、縦筋を

内側に入れ、横筋で外側から拘束するように配慮し
ている。また、ボイドスラブが取り付く部位は、ス
ラブ端部の曲げモーメントが壁面の面外曲げモーメ
ントとして加わるため、補強筋を付与している。

（6）トランスファービーム
住宅棟の下には梁せい1300mmの大断面梁（トラ

ンスファービーム）を設置し、1階のラーメン構造
へと構造形式の転換を図っている。

（7）施工上の課題
住宅棟の壁構造には施工的な課題もある。複層に
わたって直交壁を介しながら鉛直荷重を下部へと伝
達するため、打継位置の計画や支保工の解体のタイ
ミングが非常に重要となる。また、約90mに及ぶ外
壁は戸境壁により拘束され、収縮クラックが発生す
る可能性が高い。設計では収縮低減剤の使用で対応
し、施工では密実なコンクリートの打設と十分な養
生を実施した。

6　おわりに
本プロジェクト関係者の皆様方には多大なるご指
導ご鞭撻を頂きました。心より深くお礼申し上げま
す。

図13　壁配筋図

図12　解析モデル図

図14　開口端部

図15 スラブ取合部
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1　はじめに
寒河江市役所庁舎は昭和42年（1967年）に竣工し

た黒川紀章氏の初期代表作として知られ、2004年に
は山形県内から唯一日本のDOCOMOMO100選（※1）
に選定されている。2階ロビーには岡本太郎氏寄贈
のシャンデリア「誕生」が飾られている。
付加価値の高い歴史的建造物であることと、市庁

舎としての防災活動拠点であることから、外観および
機能を維持できる免震レトロフィット改修を行った。

2　建物概要
1階は議場、2階は市民窓口となっている。利用者

は南面の大スロープを上り、2階のメインエントラ
ンスへアクセスする。3階以上は4本のコア壁によっ
て支持され、7.7mのオーバーハング部分に各部署の
事務スペースが配置されている。このオーバーハン
グは最上階の大梁からPC鋼棒によって吊られたメ
ガストラクチャーとなっていて、この構造が外観の
形態を特徴づけている。写真1に外観、図1に断面図
を示す。
建 物 名 称：寒河江市役所庁舎
所 在 地：山形県寒河江市中央1-9

設 計 者：黒川紀章建築・都市設計事務所
延 床 面 積：4736.5m2

階 　 　 数：地上5階・塔屋1階
構 造 種 別：鉄筋コンクリート造
構 造 形 式：耐震壁付ラーメン構造
主要スパン：X方向：12.5m＋5.0m×5スパン
 Y方向：5.0m×9スパン
基 礎 形 式：独立基礎

免 震 建 築 紹 介

寒河江市役所庁舎免震レトロフィット

中村　幸悦
織本構造設計

荒　真一 韓　永輝
同 同

写真1　外観

図1　断面図
※1：  現在ではDOCOMOMO150選となり、山形県からは3件

選出されている。
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3　耐震改修計画
本建物は3階以上の階は4本のコア壁のみに支えら
れているため、その1か所でも脆性破壊が生じると
崩壊することになる。4本のコア壁を補強すること
は市庁舎としての業務に過大な支障となるため、免
震構造とすることでコア壁に生じるせん断力を低減
し、大地震時にもせん断破壊を生じないようにする。
更に、工事中の業務を継続できるよう、1階床下に
地下ピットを設け免震層とする基礎免震の形態とす
る。図2に免震ピット断面図を示す。

4　補強設計
1階の床は改修前は土間コンクリートだった為、
改修後の1階の梁は1階床を支える必要がある。さら
に免震装置からの付加曲げが作用するため、1階梁
には大規模な補強を行う。

4本のコア壁はそれぞれ独立基礎で支持され、そ
れらは梁せい4mの基礎梁で結ばれメガストラク
チャーを形成している。1本のコア壁を4台の免震装
置で支持することとし、成が4mの梁を中間で水平
に切断し、その位置に免震装置を設置する計画とす
る。そうすることで、掘削量を大幅に低減でき、梁
の切断手順を工夫することで、免震工事中の仮受材
を一部省略することも可能となる。
免震装置の構成は、鉛プラグ挿入型積層ゴム支承、

天然ゴム系積層支承、弾性すべり支承の組合せとし
た。鉛直応力時の軸力による積層ゴムの面圧を11N/

mm2程度以下とし、上部構造の重心と免震部材の剛
心に偏りが無いように配置した。また、水平方向ク
リアランスは60cmとした。図3に免震装置の配置図
を示す。
現状の基礎構造は砂礫層を支持層とする独立基礎

であるが、免震ピットはマットスラブとしたべた基
礎で支持させる。4本コア壁部分の基礎直下は掘削

することなく、支持地盤を乱さらないような計画と
する。図4にボーリング柱状図を示す。

5　時刻歴応答解析概要
（1）耐震性能目標
設計は表1に示す設計クライテリアに基づき、極
めて稀に発生する地震動（レベル2）で時刻歴解析
を行い、上部構造、免震層、基礎の耐震性能の評価
と確認を行う。また、地震応答解析において、水平
地震動と同時に上下方向の地震動を作用させて、
オーバーハング部の吊材であるPC鋼棒及び片持梁
が降伏しないことを確認する。免震支承の面圧もこ
の条件下で検討する。

図2　免震ピット断面図

図3　免震装置の配置図

図4　ボーリング柱状図
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（2）応答解析モデル
図5に応答解析モデルを示す。柱・梁を線材置換、
コア壁は連層耐力壁としてモデル化した立体骨組モ
デルとした。建物重量は、柱と梁の各交差部に集約
した等価節点質量として評価する。
上部構造のモデル
柱・梁の履歴特性は武田モデルとし、耐力壁の履
歴特性は原点指向モデルとした。
減衰定数
上部構造の内部粘性減衰は、瞬間剛性比例型で1次
モードに対して2％とし、2次以降は円振動数に比例
するものとする。免震層の内部粘性減衰は考慮しない。

（3）入力地震動
採用した地震波は、観測波3波、告示波3波とした。
表2に設計用入力地震動を示す。告示波3波の位相は
以下に示す。
告示波1：位相 El Centro 1940 NS・UD

告示波2：位相 Hachinohe 1968 NS・UD

告示波3：位相 JMA Kobe  1995 NS・UD

（4）応答解析結果
1）固有値解析結果より得られた基礎固定時及び

表1　設計クライテリア

図5　応答解析モデル（立体骨組モデル）

表2　設計用入力地震動

表3　建物全体系の固有周期（単位：sec）

図6　最大応答解析結果
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免震装置200%変形時の固有周期を表3に示す。
2）増設するマットスラブを格子梁モデルに置換
し、地震時応力に対して短期許容応力度以下である
ことを確認した。また、水平時地震動と上下動を合
わせて考慮した入力地震動に対して吊材のPC鋼棒
と片持梁が終局耐力以下であることを確認した。コ
ア壁についてもせん断破壊等の脆性破壊が発生せ
ず、上部構造の構造安全性が確認された。

3）免震装置のばらつきを考慮したレベル2地震時
の最大応答結果を図6及び表4に示す。免震層の最大
水平変位はX方向42.7mm、Y方向42.8mm、地上階の
最大層間変形角はX方向1/2774（4階）、Y方向1/2836

（4階）となっている。また、一般階の最大加速度は
X方向115.4gal、Y方向111.2galである。

6　補強工事
図7に概略の施工ステップを示す。建物を使用し
ながらの免震レトロフィットは、4本のコア壁で建
物重量を支えている状態に対し、仮受盛替えによる
重量移行がとても重要な課題である。また、コア壁

の一部を最後まで残すことにより、工事中の安全確
保、鉛直及び水平仮受材の軽減を図った。

7　まとめ
平成24年8月に着工した寒河江市庁舎耐震改修免
震工事は平成26年2月に竣工予定です。設計から監
理を通し、市民の皆様及び工事関係者には多大なご
理解とご協力をいただきました。この場を借りて心
より感謝申し上げます。（平成25年12月）

表4　最大応答解析結果

図7　施工ステップ
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1　はじめに
靖國神社の大灯篭は、伊東忠太氏の設計による日

本一の規模を有する石灯篭である（写真1、2、3参照）。
東日本大震災時に重さ約26tの頂部笠石が大きく
搖動するのが視認され、その下側にある火袋石の上
縁を一部破損・落下させる被害が生じた。余震対応
として地上に降ろしていた笠石の復旧にあたり、震
度6強程度の大地震に対しても参拝者の安全確保が
図られるように、笠石の免震化と積石目地部の補強
を組み合わせた耐震改修を実施したので、その概要
を報告する。

2　		鉄骨鉄筋コンクリート心材を有する石灯篭
神社に保管されていた建造時の図面や計算書を手

掛かりに各種調査を実施して灯篭の内部構造を把握
した。表1に調査結果の概要を示す。
外観は笠石、火袋石、竿部、台座、基壇の各石材

が積み上げられた組積造であるが、石の内部がくり
抜かれて鉄骨鉄筋コンクリート造の心材を内蔵する
耐震構造となっていることが確認された。使用され

免 震 建 築 紹 介

靖國神社大灯篭の免震レトロフィット

木村　誠
清水建設

谷口　尚範 平　嵩雄 熊谷　仁志
同 同 同

写真1　大灯篭のロケーション

写真2　全景 写真3　笠石の撤去時の状況

表1　調査結果概要

概要
所 在 地：  東京都千代田区九段北 靖國神社境内（2基）
規 　 模：高さ12.47m、重量約490トン
構 　 造：  組石造（鉄骨鉄筋コンクリート造心材）
建 造 年：  昭和10年（1935年）／設計者：伊東忠太
改 修 年：平成24年3月竣工
設 計 者：清水建設株式会社 一級建築士事務所
施 工 者：同 建築事業本部東京支店 社寺建築・住宅部
改修方法：  滑り振り子式免震装置による笠石免震化

棒鋼挿入による石目地の耐震補強
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ている石材は銘石の一つである岡山県産北木石（花
崗岩）で、コンクリートの約5倍の強度と2.5倍近い
剛性がある。鉄骨心材はほぼ図面通り台座内まで達
していることも判明した。また心材上端は笠石まで
達しているものの図面とは異なり一体性はなく、今
回の地震で置き重ねられただけの笠石・火袋石の境
界部分がずれ動いて石材の損傷が生じた。

3　振り子式免震装置による笠石の免震化
耐震改修の概要を図1に示す。塔体の約3割の重量
を占める笠石の免震化により軸部の転倒モーメント
を低減し、台座に鋼棒を挿入して目地を曲げ補強す
る計画とした。大正関東地震の直後に建造された大
灯篭は耐震設計がされており、これに現代の技術を
付加して再評価することで合理的な改修計画とした。
免震装置は火袋石の内部に新設する鋼管支柱の上

部に取り付け、火袋石と笠石とが迫り合わない仕組
みとした。薄型でコンパクトなサイズの滑り振り子
式免震装置（図2参照）を限られたスペースに3台配
置し、火袋石と笠石との見え掛かりの隙間を約80㎜
に抑えて外観への影響を最小限とした。免震層の周
期は装置の滑り面の曲率で決まる約4秒、滑り面の
摩擦係数は0.024である。
なお、水平変形が免震装置の限界変形（400㎜）

に達しても笠石が脱落しないように鋼管支柱内にス
トッパーとして長さ1.25m、径φ90㎜の棒鋼を設置
した。棒鋼は笠石と鋼管支柱間の変位差に応じて自
由に傾斜できるが、免震装置の限界変形に達すると
鋼管支柱の内部2か所に接触して閂として働くよう
に工夫した。
笠石の復旧工事の手順を図3に示す。鋼管支柱の

頂部には免震装置を据えるための天板を設けている
が、その外形寸法が火袋石の繰り孔よりも大きいた

図1　耐震改修の概要

図2　滑り振り子型免震装置の概要

図3　笠石の復旧工事の手順 写真4　鋼管支柱の仮組
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め、支柱を上下に分割して火袋石設置後に鞘管グラ
ウト方式で現地組み立てすることとした。鞘管の隙
間精度を確保するため、鋼管支柱は工場で仮組し調
整を行った（写真4参照）。

4　		石材のすべりを考慮した3次元FEM解析
台座部を補強する異形棒鋼は直径38㎜、長さ3.2m

×8本をφ75㎜の穿孔に挿入し、隙間を無機系グラ
ウト材で充填して石材または基壇内部のコンクリー
トと一体化した。補強筋の引抜耐力は石材とグラウ
ト材界面の付着で決まるため、同一産地石材を用い
た引き抜き試験を実施して性能を検証した。試験結
果は図4に示すとおりで、最大強度2～ 4N/mm2が生
じた後に平均1.5N/mm2程度の比較的安定した滑り抵
抗を示す。
補強を含む灯篭塔体の断面性能の評価について

は、石の水平目地や石材界面での付着性能、補強鉄
筋の抜け出し等の影響により平面保持の仮定が成立
しない可能性があるため、3次元モデルによるFEM

解析により検討を行った。（応答解析には図7に示す
ように断面解析を使っている。）
図5に終局時レベルの応力・変形図を示す。補強

をしない場合には、中立軸が圧縮側に大きく偏って
中央の鉄骨心材が全断面引張材として働く。アン
カーボルトが降伏した後で圧縮側の石材が割裂破壊
に至る。補強後は補強鉄筋が降伏強度の1/2位の応
力状態までは抜け出さずに機能し、アンカーボルト
が一部降伏した後で引張側のコンクリート界面付近
の石材が割裂破壊に至る。石材が圧縮側では剛性・
耐力が高く、引張側では界面で滑って目地が開くと
いう断面特性を解析で評価できた。

5　動的解析により耐震改修効果を検証
基礎のスウェイ・ロッキングを考慮した多質点系
モデルによる地震時刻歴応答解析を行い耐震改修の
効果を確認した。図6にモデルの概要を示す。塔体
の断面性能については、想定している応答レベルで
は石材の付着強度の影響が小さく、図7に示す1本棒
モデルによる断面解析の結果と3次元FEM解析の平
均付着モデルの結果とがよく合うことを確認できた
ので（図8参照）、断面解析の結果を適用した。
図9に補強前後の応答最大曲げモーメント分布と

各断面の耐力線の比較を示す。補強前は告示波レベ
ル2の入力地震動（大正関東地震再現波の位相）に
対して台座部分の損壊が懸念される結果となる。補

強後は笠石の免震化による応答の低減と台座部の補
強による耐力向上の結果、各所の余裕度がバランス
よく確保される結果となった。

図4　鉄筋の引き抜き試験結果

図5　FEM解析結果
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6　まとめ
・  大灯篭は鉄骨鉄筋コンクリート造の心材を内蔵す
る耐震構造となっていることを調査で把握した。
・  東日本大震災では置き重ね構造になっていた笠石
がずれ、それを支える火袋石が部分的に損傷した。
・  「外観保存」と「損傷防止」を目標として笠石部
を「免震化」し石目地部の曲げ補強を行った。

・  簡便な断面解析に基づく1本棒モデルで燈籠の構
造挙動を表現できることが，FEM解析との比較に
よって確かめられた。
・  レベル2相当の地震時においても損傷が軽微にと
どまることを時刻歴応答解析により検証した。

図6　動的解析モデル

図7　1本棒モデルにおける断面解析結果を多直線で近似

図8　荷重変形関係の比較

補強前 補強後
図9　補強前後の応答最大曲げモーメント分布

0 2000 4000 6000 8000 10000 120000 2000 4000 6000 8000 10000 12000
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制 震 建 築 紹 介

2　建物概要
建 物 名 称：アオーレ長岡
建 築 場 所：新潟県長岡市大手通1－4－10

用 　 　 途：市役所本庁舎・集会所・店舗飲食店 

 銀行支店・自動車車庫・屋根付き広場
建 築 主：長岡市長　森民夫
意 匠 設 計：隈研吾建築都市設計事務所
構 造 設 計：江尻建築構造設計事務所
施 工 者：大成・福田・中越・池田共同企業体他
敷 地 面 積：14,938.81m2

建 築 面 積：12,073.44m2

延 床 面 積：35,492.44m2

階 　 　 数：地下1階　地上4階 塔屋1階
最 高 高 さ：21,400mm

軒 の 高 さ：20,910mm

構 造 種 別：鉄筋コンクリート造
＋一部鉄骨造・プレストレストコンクリート造
基 礎 形 式：直接基礎（一部地盤改良）

1　はじめに
アオーレ長岡（長岡市新庁舎）は2004年の中越地

震の際に、耐震性能の低さから災害本部機能を果た
すことができなかった旧市庁舎を、長岡市中心部の
長岡駅前の旧厚生会館敷地に建替、移転し、災害時
の機能強化を図ることを目的に計画された。計画で
はさらに市民活動拠点を併設させることにより、典
型的な地方都市である長岡市において、郊外化の流
れを反転させ、職員・市民の「ついで行動」を促し、
市役所機能と市民の生の生活とを一体化させた市庁
舎である。
本計画はプロポーザルにより設計者及び設計案が

選ばれ、プロポーザル提案から竣工まで約4年半の
期間を要したが、提案段階から竣工に至るまで、構
造設計者としてプロジェクトに参画している。
計画から竣工までの工程を下記に記すが、現場監

理中には東北地方太平洋沖地震が起きた。
・コンペ　　2007年9月～ 11月
・基本設計　2008年2月～ 12月
・実施設計　2009年1月～ 9月
・現場監理　2009年11月～ 2012年2月
・竣工　　　2012年4月

制 震 建 築 紹 介

アオーレ長岡の構造システム

江尻　憲泰
江尻建築構造設計事務所

写真1　エントランス 図1　建物の主要寸法
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3　建築計画概要
郊外にあった本庁舎および、計画敷地にあった厚
生会館（体育館・ホールなどをもつコミュニティ施
設）の建て替えを目的とされた、市役所本庁舎（行
政・議会機能）とアリーナ・ホールなどの集会所機
能を併せ持つ複合施設である（図2）。
雪国である長岡市において、屋外活動を可能とす
る屋根付き広場“ナカドマ”を中心に平面的に配置
された3棟の鉄筋コンクリート造建物（西棟、東棟、
アリーナ）と、3棟を跨ぐ形でナカドマ及びアリー
ナ上部に配置された鉄骨屋根により全体が構成され
ている。
構造、設備計画において重要な装置、機能につい
ては、“見える化”として、可能な限り市民の目に
留まる様に可視化を図っている。構造部材では屋上
のダンパーについては透過性の高い材料をカバーに
使用している。また、新幹線の長岡駅から直接アオー
レ長岡にアプローチできることも大きな特徴である。

4　構造計画概要
3棟の鉄筋コンクリート造建物（東棟、西棟、アリー
ナ棟）が配置されているが、それぞれの棟は地上部
では構造的に独立している。
断面的には地下部は一体で、最上部は鉄骨屋根を
介して3棟が接続されている。西棟、東棟、アリー
ナ棟に載るナカドマ鉄骨屋根の平面は、各棟の通り
芯を基本にグリッド化されており、断面は市庁舎と
アリーナ棟の階数の違いから、中間に段差がある構
成となっている。

各棟とも耐震壁付きラーメン構造で、ルート1、2－
1相当の柱、壁量の耐震要素を有する強度型の建物
であるが、耐震壁の配置については、ナカドマ空間
との連続性や平面計画と構造的なバランスを確保し
ながら調整を行っている。
基本的には鉄筋コンクリート造であるが、アリー
ナは、ナカドマと一体として使う計画でありスパン
が大きいため、境界部の梁にはプレストレスを導入
している。また、ナカドマへ跳ね出している鉄骨ボ
リュームやブリッジ、テラス、東棟2階執務室床、
及びナカドマ上部の屋根は鉄骨造としている。
本計画では変化に富んだナカドマ空間を実現する
ために、透過性の高いトップライトによるトラス屋
根と、跳ね出しボリュームの実現が構造に要求された。
跳ね出した空間を実現するために鉄筋コンクリー
ト造の躯体より鉄骨造トラスを層間に設けて跳ね出
している（図3）。
鉄骨屋根は、2.5mの積雪に抵抗するためにワーレ

ントラスとフィーレンディールトラスとで構成され
たダブルトラスの格子梁によりナカドマの陰影にリ
ズムを与えている（図4）。そして、斜材のないフィー
レンディール部分をメンテナンス通路や設備配管に
利用し、建築、設備計画との整合を実現している。 

また、跳ね出しボリュームより継手が見えがかりと
なるため、フランジ現場溶接部はセラミック製の裏
当て金を使用し、溶接品質の確認、構造性能の確保
のために、溶接技量試験を3回に渡り行っている（写
真2）。

図2　配置図

写真2　溶接技量試験

図3　跳ね出しフレーム
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5　鉄骨屋根の構造システム
計画当初から鉄骨屋根と各建物との接合方法は法
的、構造的に非常に大きな検討要素であり、検討案
として、剛接合や独立した屋根等、様々な接続方法
を検討したが、剛につなぐことにより温度応力が過
大になることや、屋根と各棟とのエキスパンション
ジョイントの処理、ナカドマ空間への柱配置、建築
基準法上の問題（支承材料の問題）等様々な要因か
ら最終的には曲面滑り支承（写真5）とオイルダン
パー（写真4）による構造方法とした（図5）。
この接合方法による各建物及び鉄骨屋根を含む振

動特性から、異なる振動性状をもつ建物をつなぐこ
とによる「連結制震効果」や鉄骨屋根（＋積雪荷重）
をマスとした「チューンドマスダンパー的効果」が
建物全体に作用することで、全体系の地震力は下が
らないが建物個別に入力される地震力は大きくなら
ない構造となっている。
この鉄骨屋根は、面積が約9,000m2、最大長さが

100m以上ある。鉄骨屋根と建物の接合は、自重や
大きな積雪荷重を支持するとともに、速度比例型の
オイルダンパーを採用する事で、温度歪みを拘束し
ない機構としている。そして、支承の支点の位置を
調整し、曲面滑り支承の軸力を調整すると共に端部
を片持ち梁とした連続梁により中央部のたわみが過
大にならないようにコントロールしている。
極希の風荷重に対しては、曲面滑り支承の摩擦に

より動かない事を確認している。なお、万が一動い
たとしても滑り面が曲面のため屋根自体の自重で元
に戻る機構となっている。

図4　鉄骨屋根システム

図5　構造概念図 図6　エネルギー吸収量比較

写真3　アリーナ棟鉄骨屋根

写真4　アリーナ棟水平ダンパー

写真5　アリーナ棟屋根支承
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図7　別棟モデル概念図

図8　別棟モデル応答値

図9　3棟連結デル概念図

図10　3棟連結デル応答値

6　防災拠点としての庁舎
本建物は大臣認定ルートで構造計算を行い、防災
拠点となることと併せて、時刻歴応答解析ルートに
より安全性の検証を行っている。計画地は2004年に
中越地震を経験していることから、市庁舎としての
安全性をより高めるために中越地震の基盤観測波に
地盤特性を考慮した地震波や周辺の活断層を評価し
たサイト波に対しても解析を行っている。そして、
棟別振動解析と連結した場合の振動解析を行ってい
る（図6～図12参照）。
■解析に使用した地震波
設計用地震動6波（告示波x3波、既往波x3波）
計画地近隣活断層の想定地震波（サイト波）
計画地近隣越地震基盤観測波を基にした地震波

7　おわりに
4年半に渡る長いプロジェクトをお付き合い頂い
た長岡市役所の関係者の皆様、構造の考え方を理解
し、多くの難問を一緒に取り組んで下さった隈研吾
建築都市設計事務所の皆様、空中に不動点が無い難
しい屋根や途中で起きた東北地方太平洋沖地震の影
響を乗り越え建物を完成させた工事関係者の皆様に
この場をお借りして厚く御礼申し上げます。

図11　別棟モデルエネルギー時刻歴グラフ

図12　連結モデルエネルギー時刻歴グラフ
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2　建築計画概要
建 築 主：早稲田大学
建 設 地：新宿区西早稲田1丁目6－1、20－1

設計・監理：（株）久米設計
施 　 工：戸田建設（株）
用 　 途：大学
敷 地 面 積：73673.09m2

建 築 面 積：2340.59m2

延 床 面 積：28525.21m2

階 　 数：地下1階　地上14階
軒 　 高：59.75m

建 物 高 さ：61.65m

最 高 高 さ：67.84m

構 造 種 別：  鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造、
鉄筋コンクリート造

基 礎 形 式：直接基礎（べた基礎）

1　はじめに
早稲田大学（旧 東京専門学校）は1882年（明治

15年）に創立し、大隈講堂（国指定重要文化財）を
はじめとして多くの歴史的建築物を保有する伝統あ
る大学である。
本計画は1933年（昭和8年）竣工から81年もの年

月が経過し、その間増築工事を繰り返して現在の姿
に至る早稲田キャンパス3号館（以下3号館）の建て
替え計画である。計画敷地がキャンパス内で特に景
観継承を意識したエリアに位置しており、大隈講堂
と大隈像を結ぶメインモールに対して周辺建物との
連続性に配慮することが本計画で求められた。この
ため、政治経済学術院の新校舎として高機能化だけ
でなく伝統ある風景を再生し、将来へ繋げることを
目的として既存建物のメインモールに面する正面半
分を当時の外観通りに再現している。
本建物で採用した構造方法は、構造物の平面的な

捩れ及び高さ方向の剛性差による損傷集中を制御す
ることができる制震構造である。この構造方法を実
現するために積層ゴム支承が重要な役割を果たして
いる。積層ゴム支承を地震力を抑制する免震装置と
して機能させるのではなく、再現構造物（以下再現
部）と再現部に隣接して増築される高層構造物（以
下高層部）の二つの建物を構造的に分離させる水平
可動支承として使用している。このため、性能評価
は免震構造としてではなく制震構造として申請し、
大臣認定を取得している。以下、本稿においては積
層ゴム支承の新たな使用方法及び展開の一例を紹介
する。

制 震 建 築 紹 介

早稲田大学早稲田キャンパスD棟（仮称）

中島　隆裕
久米設計

福田　光俊
同

図1　外観模型



21制震建築紹介

制 震 建 築 紹 介

3　本建物の構造概要
本建物は、前述のとおり建て替え時に取り壊され
た3号館とほぼ同一の外観となる再現部と増築され
た高層部からなっている。高層部は、再現部に大き
く張り出した逆L字型の形状で、張出部分が再現部
の屋上部分に覆い被さっている。再現部は4階建の
鉄骨鉄筋コンクリート造の建物で制震ダンパーを設
置した耐震壁付きラーメン構造としている。再現部
の制震ダンパーは摩擦壁ダンパーとし各階XY方向2

台ずつ計4台設置している。又、再現部は建設され
た当時の外観に復元するため、建物外周の雑壁には
耐震スリットを設けていない。再現部の地震力を如
何にして制御するかが設計課題の一つとなってい
る。高層部は14階建で、柱を鉄骨鉄筋コンクリート
造及びコンクリート充填柱（CFT）、梁を鉄骨造と
した制震ダンパー付きラーメン構造としている。高
層部の制震ダンパーは、1～ 5階は座屈拘束ブレー
スと摩擦壁ダンパーの併用、6～ 14階は摩擦壁ダン
パーとしている。階高は各階3.9～ 4.5mで5階のみ
5.3mとなっている。高さが60mを超えており時刻歴
応答解析により設計を行っている。代表的な伏図、
軸組図を図4～ 7に、使用材料及びダンパー設置概
要を表1、2に示す。
再現部と高層部のクリアランス部分には、隣接す
る両構造物を水平方向に連結し、地震時に構造物間
の振動を吸収するオイルダンパーを、2、3及び4階
床レベルに4台ずつ設置している。各階のダンパー
のストロークは、上階から±200、±150、±100mm

としている。再現部の屋上部分には、高層部の張出
部の荷重を負担し、地震時における再現部と高層部
の挙動に追従でき、耐火被覆が可能で、設置スペー
スを小さく出来る支承が求められた。これらの条件
を満足する支承として、600mmの角型の積層ゴム支
承を採用している。引抜力が大きく作用する支承に
は、引抜き力を開放させるストッパーピンを設置し
ている。構造上、再現部と高層部は独立した形となっ
ている。
本構造方法により、建物の高さ、剛性及び強度が
異なる二つの構造物を、建築的には一体となった形
で合理的に設計することができる。

4　本構造システムの有効性検証
4.1　解析条件
本構造システムの有効性を検証するために表3に

図2　構造システムの構成概念図

図3　平面的な捩れの制御概念図

 図4　3階伏図 図5　6階伏図

 図6　Y方向軸組図 図7　X方向軸組図
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示す3モデルの時刻歴応答の比較を行っている。屋
上の水平支承を取止めて剛結合としたW-Cモデル
は、再現部と高層部を一体化したものとする。
各モデルの地震応答性状を確認するため、立体モ

デルによる検討を行った。入力地震動は、表4に示

すTaft EW、告示-kbとし、Taft EWは最大速度を
50cm/secに基準化、告示-kbは告示1461号に示される
スペクトルに合致する模擬地震動とした。減衰は、
減衰定数2.0％の瞬間剛性比例型としている。柱は
ファイバーモデル、梁は線材モデルとし、柱脚の支
持条件は固定としている。各ダンパーのモデル化を
表5に示す。

4.2　固有値解析結果
固有値解析により求められた1次固有周期を表6に
示す。θは回転の固有周期を示す。再現部単独の1

次固有周期はX方向で0.25秒、Y方向で0.22秒となる。

表1　使用材料

表2　制震ダンパー概要

図8　再現棟屋根架構

図9　再現棟と高層との取り合い

表3　解析モデル一覧

表4　入力地震動

表5　ダンパー設置位置・モデル化

図10　比較検討モデルの概要
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表6よりW-Aと比較してW-Bでは1割程度、W-Cでは
2割程度周期が短くなる。高層部が剛性の高い再現
部と一体化されることで水平剛性が大きくなること
が確認できる。図11、図12にX方向1次のモード図
を示す。

4.3　偏心率の検討
各層ごとに重心及び剛心を求め、偏心率を算出す

る。重心は鉛直部材の長期軸力より算出する。剛心
は構造関係技術基準解説書による方法を用いる。偏
心率を表7に、図13～ 16にW-A及びW-Cの2階・4階
の剛心・重心位置を示す。
再現部と高層部を一体化したW-Cでは剛心が再現

部側に大きく寄ることで1～ 4層で偏心率が大きく
なる。W-Aにおいても偏心しているがこれは高層部
の建物形状に起因するものである。

4.4　振動解析結果
図18、19に第2層・4層の絶対変位軌跡を示す。絶
対変位算出位置は図17のA、B位置とする。図20、
21に各層の重心位置での最大応答せん断力を、図
22、23に各層の重心位置での最大層間変位を示す。
W-Cモデルにおいて再現部のみで負担するせん断力
は全体の5～ 6.5割程度となりW-Aの分離された再
現部と比較して大きなせん断力を負担している。図
22ではW-Aの各層の最大層間変位はその他のモデル
と比較して1～ 4割程度小さくなっている。図23で
はW-Aの上層部の応答はその他のモデルより小さ
く、下層部では大きくなっているが、設計クライテ
リア1/100以下となっている。
構造方法の異なる3つのモデルの比較検討を行う
ことで提案する構造システムのある程度の有効性を
示すことができた。

5　引抜き対応としてのストッパーピン
5.1　ストッパーピンについて
積層ゴム支承にストッパーピンを取り付けること

 図11　W-Aモード図 図12　W-Cモード図

表7　偏心率

 図13　剛心・重心位置 図14　剛心・重心位置
 W-A（2F） W-C（2F）

 図15　剛心・重心位置 図16　剛心・重心位置
 W-A（4F） W-A（4F）

表6　1次固有周期
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で、地震時に作用する引抜き力に対して積層ゴム支
承を浮き上がらせ、引抜き力を解放し、積層ゴム支
承に過大な引張応力を発生させないことができる。
水平方向に対しては、支承が浮き上がった状態でも
固定された通常の支承と同等な性能を確保すること
ができる。本建物では再現部屋根上部の13個の積層
ゴム支承の8個に対して引張対応機構のストッパー
ピンを使用している。

5.2　機構概要
本建物で使用している積層ゴム支承の引張対応機
構は、図24に示すように積層ゴム支承下部フランジ
プレートの固定方法をボルト固定からフランジプ
レートに取付けた軸受とストッパーピンを嵌め合わ
せたものとしている。積層ゴム支承に引張が発生し
た際にフランジプレートを浮き上がらせゴムに過大
な引張応力が生じない構造とした。ストッパーピン
は、積層ゴム支承に生じるせん断力を負担し、その
頭部にはフランジプレートの抜け出しを防止し、積
層ゴム下部フランジプレートの浮上り量を均一化さ
せるため、ストッパーを設けたピンとした。ストッ
パーピンと接触している軸受の内面は、固体潤滑剤
を付着させた鋼材で、水平力作用時にフランジプ
レートが浮き上がる際に生じる摩擦力を低減させ、
動きを円滑にし、安定した復元力特性とする役割を

図20　最大応答せん断力（Taft EW）

図21　最大応答せん断力（告示-kb）

図22　最大層間変位（Taft EW高層部）

図23　最大層間変位（告示-kb高層部）

図17　絶対変位算出位置

図18　絶対変位（TAFT EW）

図19　絶対変位（告示-kb）
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担っている。本機構は、浮上り機構の単純化により、
下部フランジプレートの径が過剰に大きくならない
利点がある。

6　施工状況
工事全景、免震装置の設置及び免震装置上部への
高層棟柱の設置状況の写真を図26～ 28示す。

7　まとめ
免震装置の新しい使用方法を提案した構造方法を
提示し、それを実現した建物の紹介を行った。今後、
免震装置の新たな使用方法が広がって行くと思われ
る。本建物は、2014年9月の竣工に向けて工事を進
めている。多くの皆様からご指導頂いたことをこの
場を借りてお礼申し上げます。

図24　スットッパーピン概要図

図25　スットッパーピン

図26　工事全景

図27　免震装置の設置

図28　高層棟柱の設置
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敷地の南西側を走る幹線道路の東大通りから離れた
位置にあります。

2　建物概要
当実験棟は、A棟（免震構造）とB棟（耐震構造）
の2棟からなり、構造的には、EXP.Jにより分離され
ている。設備機器類が収納されているB棟から、設
備ダクト・配管類が地下ピット部分を経由して供給
されている。メインエントランスはB棟にあり、A

棟へ向かう廊下へと続いている。エントランスを
入った正面と廊下の壁面には、免震建物であること
を説明するパネルが合計5枚設置されている。
［A棟（免震構造）の建物概要］
完 　 　 成：1988年3月
建 物 規 模：16m×38.5m　建 築 面 積：616m2

高 　 　 さ：軒高4.25m、最高高さ7.80m（地上高さ）
構 造 形 式：耐力壁付ラーメン構造

3　構造概要
1階床下に免震層を設けた基礎免震構造で、各柱

1　はじめに
今回は、独立行政法人　物質・材料研究機構（旧　

科学技術庁無機材質研究所）の無振動特殊実験棟を
訪問しました。施工を担当した大林組の方々にご案
内いただきました。訪問した11月27日は、風もない
穏やかな冬晴れで、平常の研究業務が行われていま
した。当法人は、2001年4月に科学技術庁無機材質
研究所と、金属材料技術研究所が統合され発足しま
した。国内の大手企業や大学と連携したり、土木研
究所とも連携したりしています。液晶テレビや携帯
電話等のディスプレイバックライトに広く実用化さ
れている高耐熱・長寿命の高輝度・高効率サイアロ
ン蛍光体の研究・開発は、身近なものなっています。
MaterialScienceの分野における論文被引用件数では、
国内ではトップ、世界でも第5位と、物質・材料研
究に関する国全体の中核機関です。電子線、X線あ
るいはレーザー光等のビームを用いるなど、高度で
かつナノの世界で物質・材料の研究及び開発を行う
為のハイテク研究機関です。当法人の施設は、つく
ば市内の2つの研究所が統合する前からあった千現
地区、桜地区、並木地区の3か所からなっています。
本実験棟は、並木地区にあり、施設の入口から遠く、

物質・材料研究機構 並木地区 無振動特殊実験棟
免 震 建 築 訪 問 記 86

斎 藤  忠 幸 加 藤  巨 邦 千 馬  一 哉 竹 内  貞 光
鹿島建設 出版部会 久米設計 ブリヂストン

写真1　無振動特殊実験棟の全景（左：免震建物　右：耐震建物）
（MENSHIN NO.16より）

写真2　機構及び建物の説明状況
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下に合計32基の積層ゴム支承と、両妻面側に合計48

本（24本×2）の鋼棒ダンパー（SCM435）が配置さ
れている。
さらに、ミクロンレベルの振動に対する減衰機構

として粘弾性ダンパーが建物四隅に追加設置されて
いる。また、1階の床上に空気ばねによる除振台が
設けられ、電子顕微鏡が設置されている。

4　地震観測記録
完成直後から基礎部と1階に加速度計が設置され、

地震観測が行われている。2011年3月11日に発生し
た東北地方太平洋沖地震の際の観測結果をNS、EW

の方向毎に図に示す。なお、記録装置の関係で、観

写真3　免震建物の説明パネルの展示

図3　東北地方太平洋沖地震時の地震観測記録

図1　免震建物断面図

写真4　免震＋除振機構の説明パネル

図2　免震建物基礎伏図

粘弾性ダンパー

鋼
棒
ダ
ン
パ
ー
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測開始から70秒間の記録は残っていないため、記録
開始時点から振幅の大きな波形となっている。
最大加速度振幅は、免震によりNS方向（短辺方向）

で345galの入力が142gal（入力に対して約2／ 5）に、
EW方向（長辺方向）で272galの入力が179gal（入力
に対して約2／ 3）に低減されおり、大振幅時にな
る程、効果が大きいという免震建物の特徴が確認で
きる。

5　訪問記
今回は、機構広報室の中村様、清水様から機構全
般の説明をしていただいた後、機構から木本様、和
田様、大林組から榎本様、寺崎様にご参加をいただ
き、2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地
震の際の状況を聞かせていただいた。以下にその概
要を紹介させて頂く。各写真にその様子を示す。

（1）表界面構造・物性ユニット　電顕微鏡グループ
の木本さんより次のような説明を受けた。
研究開発に用いている電子顕微鏡は、所内に7台あ
るが、当免震棟にある1台の特殊改造品は、損傷し
なかった。
免震棟では、停止中であった電子顕微鏡本体は、損
傷しなかったものの、本体に隣接する机上に設置し
ていたデジタルスキャン装置が落下し、損傷した。
落下した装置は、薄型の物であることから転倒に
よって落下したのではなく、装置脚部と机上面との
摩擦抵抗が小さかったことから滑り落ちたものと考
えられる。現在は、机上のデジタルスキャン装置等
と机の間に除振マットを設置する落下防止対策を施
している。

他の棟には、除振台やアクティブ除振台の上に設置
されている合計6台の電子顕微鏡があるが、停止中
であったり動作中であったりと状況は異なるもの
の、被害が大きかった。装置の設置位置がズレたり、
損傷して修理が必要となったり、機械的なズレが生
じて業者による調整が必要となったりと、何かしら
の被害があり、復旧までには時間がかかった。その
他の装置類でも、電子顕微鏡と同様に被害を受け、
装置の設置位置がズレたもの、機械的な調整や修理
が必要となったものが多数あった。

（2）光・電子材料ユニット　光・電子機能グループ
の和田さんより次のような説明を受けた。
本免震棟に設置していたレーザー装置については、
狂いも殆ど生じなかった。
装置を載せている台についても、脚部に耐震ブレー
ス等を設置していなかったが、特に問題はなかった。
耐震、免震建物共に、建物自体の被害はほとんどな
かったものの、耐震建物においては、棚の中身が落
下したりしていたが、免震棟の機器類の被害は少な

写真5　電子顕微鏡の地震時の説明状況

写真6　電子顕微鏡と記録装置
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く、歴然とした差を感じている。
微振動に対しては、研究機器類の固有振動特性と建
物内部での微振動特性を踏まえて設置位置を決定す
る等の配慮を行っている。研究所内には多くの建物
があるが、免震構造であるのは1棟のみである。免
震建物にしたいという要望もあるものの、建設費と
の兼ね合いで耐震構造となっている。研究者のうち
外国人の占める割合が比較的高いが、不安視したり、
免震建物の要望等はそれ程多くはないようである。

（3）免震ピットに入り、施工した大林組より説明を
受けた。

地震後の臨時点検では、免震装置、EXP．J部や設
備配管類の伸縮継手の損傷や残留変形も殆ど生じて
いないこと、また、ミクロンレベルの振動に対する
粘弾性ダンパーにも損傷等は生じなかったことが確
認された。
鋼棒ダンパーは塗装仕様となっているが、地震時変
形により損傷は生じなかったものの、塗装が剥がれ
てしまったことから、再塗装が行われた。複数の空

写真8　免震ピットでの説明状況

調室外機が、建物外周部の免震変形範囲内に設置さ
れていたり、また、地震時の大変形に追従する伸縮
配管とはなっていないものもあるが、今回の地震で
は損傷は生じなかった。
竣工後25年以上が経過しているが、当初定めた維持
管理計画に基づき、毎年実施する通常点検の他、臨
時点検、竣工後10年目、20年目点検も継続的に適切
に行われている。
今までに行われた点検においては、免震装置を固定
するボルト等の鋼製部分が、発錆し易く再塗装が必
要となっているが、その他は、指摘や対応事項は特
にないとの結果報告となっている。
1階外周床の先端に設けられた転落防止用の手摺同
士の隙間の挟まれ防止についても継続的に対策が行

写真9　免震装置と粘弾性ダンパー

積層ゴム積層ゴム 粘弾性ダンパー粘弾性ダンパー

鋼棒ダンパー鋼棒ダンパー

写真7　レーザー装置の下部架台の固定状況

写真10　鋼棒ダンパーの取付部
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写真11　A ～Ｂ棟間のEXP.J部

写真12　設備配管類の伸縮継手

われている。

6　おわりに
本実験棟は、竣工後25年以上経過した免震建物で
あるが、適切な維持管理がされており、2011年3月
11日に発生した東北地方太平洋沖地震でも、建物の
健全性や人命の保護のみならず建物の機能維持に免
震構造が貢献した。

最後になりましたが、お忙しい中、貴重なお話を
聞かせて下さり、関係者の皆様に厚く御礼申し上げ
ます。

写真14　集合写真

写真13　建物外周部の空調室外機の設置状況
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「各国の最近の免震構造」紹介シリーズ
「アルメニアとトルコ」

	 国際委員会

国際委員会では、海外の専門家に依頼し、「各国の最近の免震構造」を本誌に紹介する活動を行っています。
今回は、アルメニアからMelkumyan氏（33ページ）。トルコからYenidogan氏とErdik氏（49ページ）が寄稿して
くれました。内容を簡単にご紹介します。皆様、是非ご覧下さい。

◇	アルメニア
“	Innovative	Seismic	 Isolation	Technologies	 and	New	Structural	Solutions	
Developed	 in	Armenia	 for	Construction	 of	New	and	Retrofitting	 of	 Existing	
Buildings”
アルメニアでは、1993年から免震技術は適用され、2013年まで40棟免震建物は建設された。コスト

などの制約から、免震装置は高減衰積層ゴムがよく使われている。論文では、1-2F低層免震、3-7F中層、

10-20F高層とレトロフィット免震を分けて事例紹介した。平屋の低層免震建物で、直径φ200、減衰定

数が5％の低減衰積層ゴムが使用された。中層4階組積造アパートメントに直径φ380、減衰定数が

8-9％の中減衰積層ゴムを用いた2秒免震の事例を示され、免震装置のディーテールも示された。2003

年に免震技術は設計基準に反映された以降、10-20F高層住宅免震の実施例は増えた。論文では、約10

件の実施例が紹介された。一方、基準はまだ保守的で、著者の試算では、時刻歴解析方法より、応答

せん断力、免震層応答変位が概ね1.8倍大きい。最後に、5階建ての石組造住宅、3階建ての学校建築が

免震レトロフィットの事例は紹介された。

◇	トルコ
“	The	State	 of	Art	 in	Seismic	 Isolation	 and	Energy	Dissipation	Applications	 in	
Turkey”
本論文では、まずトルコの設計基準の状況を説明し、免制震建築物の統計結果及び空港、病院、LNG

タンクの実施例を紹介した。トルコでは、1999年2回の大震災、2011年1回の大震災を経験後、2007年に

新しい耐震基準が施行された。更に、2008年に免制震建築物が設計できるように、TASI,2008が提案さ

れた。TASI,2008では、免震装置がEU prEN 15129-2007、設計手法がEN 1337-3:2005に準拠している。

2013年までに約13件の免震建物が建設され、46のプロジェクトが進行中である。空港ターミナルの実施

例として、Ataturk International AirportとAntalya International Airportは免震レトロフィット、Sabiha Gökçen 

International Airportは設計段階から、免震技術を取り入れた。病院の実施例として、Kocaeli University 

hospital, Göztepe hospitalとYavuz Selim hospitalなどは取り上げられた。最後に、Ege Gaz LNGタンクの実

施例は紹介された。

なお、過去には会誌54号（2006年11月号）に「アルメニア」、63号（2009年2月号）に「イラン」、72号（2011

年5月号）に「イタリア、ロシア」の記事を掲載しています。
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INTRODUCTION
Seismic isolation technologies are being efficiently and successfully implemented in Armenia during the last 20 years 

since the 1993 when the author of this paper has initiated development and research of these technologies. Success 

became possible due to applied significant efforts, permanent struggle and overcoming of the invisible barriers caused by 

envious and conservative community of so called “scientists/engineers”. The other reason for success was the presence 

of industry capable of locally manufacturing seismic isolators with high quality and needed parameters which lead to 

production of low-cost rubber bearings. Also the great importance had the fact that seismic isolation due to developed 

innovative technologies of retrofitting without interruption of the use of the facilities provides the possibility to 

accelerate the whole construction process.

The suggested new structural solutions in seismic isolation [1] are bringing to significant savings in construction and 

retrofitting costs and this fact has attracted the attention of the International institutions like the World Bank, UNIDO, 

“Huntsman Corporation”, “CARITAS Switzerland”, and also governmental institutions such as “Hayastan All-Armenian 

Fund”, Program for providing apartments for young families, as well as private companies “Tufenkian Hospitality” 
LLC, “Elite Group” CJSC and “ITARKO Construction” LLC. The interest in application of seismic isolation was 

expressed even by educational institutions like Yerevan State Pedagogical University after Kh. Abovyan, as well as by 

the large design company “Armproject” OJSC and private individuals/investors who were constructing their own housed 

or business centers. Only in the last two years design drawings were accomplished by the order of these institutions and 

other investors for construction of three new and retrofitting of four existing buildings using seismic (base or roof) 

isolation systems.

There are several reasons for the mentioned savings. One of them is that rubber bearings manufactured in Armenia 

cost significantly cheaper than bearings manufactured elsewhere in the world. This is conditioned by the lower labor 

cost, availability of rubber components in the country, as well as existence of several competing factories capable of 

manufacturing high quality rubber bearings with low (LDRB), medium (MDRB) and high (HDRB) damping. Also, the 

provisions of the Armenian Seismic Code for seismically isolated structures are much more progressive in terms of 

analysis and design of superstructures of base isolated buildings. As a result a huge amount of reinforcement could be 

reduced in superstructures of R/C base isolated buildings designed in accordance with the Armenian Code. In addition, 

cross-sections of the bearing structures (columns, beams, shear walls) are smaller, and there is no need to apply high 

strength concrete for them. Therefore, large amounts of concrete and cement may also be saved in superstructures.

Currently the total number of base and roof isolated buildings which are constructed or retrofitted or are under 

construction has reached in Armenia to 40 (Fig. 1) and corresponding number of manufactured rubber bearings has 

reached to 4642 (Fig. 2) [2]. The number of seismic isolated buildings per capita in Armenia is one of the highest in the 

world. It is worth noting that seismic isolation technologies developed by the author of this paper were successfully 

applied in other countries.

Innovative Seismic Isolation Technologies and New Structural Solutions Developed in 
Armenia for Construction of New and Retrofitting of Existing Buildings

特 別 寄 稿

Armenian Association for Earthquake Engineering

Mikayel G. Melkumyan
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TYPES	AND	NUMBER	OF	NEWLY	CONSTRUCTED	BASE	 ISOLATED	LOW-RISE	1-2	
STORY	BUILDINGS

The design of base isolation system was first applied in a simple structure of a single-story bath-house in 1994-1995 

[1]. Total six bath-houses were constructed in Gyumri, Vanadzor and Spitak (two in each city) under the World Bank 

financed Armenia Earthquake Zone Reconstruction Project (EQZRP). These were demountable steel structures (Fig. 3) 

which could have been moved and adapted to other uses had the needs changed over the longer term. The seismic 

isolation rubber bearings for these structures were manufactured at the “NAIRIT” plant, using for the first time in 

Armenia the hot rubber-to-metal fastening technique - vulcanization (Fig. 4).

A question may arise of whether it was reasonable to apply a seismic isolation system for a simple one-story building. 

However, there was a strong opinion that to ensure successful evolution of this new earthquake engineering direction one 

should proceed from simple to more complicated tasks, gaining new experience with each step. On the other hand, bath-

houses are intended for construction in temporary housing areas as to improve the sanitary conditions in the earthquake 

zone and for this purpose they are designed as pre-fabricated structures. The idea was that as slums are cleared, the 

population’s well-being improves and residents are offered comfortable apartments in central parts of the cities, the bath-

houses can be dismantled and moved to outlying districts, where, unfortunately, people would have still be living in 

Fig 1.   Number of Seismic (Base and Roof) Isolated Buildings 
Newly Constructed or Retrofitted in Armenia by Years

Fig 2.   Number of Rubber Bearings Installed in the Newly 
Constructed or Retrofitted Buildings in Armenia by Years

Fig 3. View of the bath-house under construction and details of its base isolation system

Fig 4.   Geometrical dimensions of the first bolted type seismic isolation rubber bearing designed and manufactured in Armenia for 
application in construction of the bath-houses
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temporary “domiks”. Therefore, no residual deformation should occur in bath-house structures if an earthquake strikes in 

the period when bath-houses are in service; otherwise this will render their re-mounting impossible. Seismic isolation 

systems provide a possibility to achieve this goal. Besides, the design involved placing 10 ton capacity two tanks for 

cold and hot water in attic space of each bath-house. This would adversely affect the capability of the structures to 

dependably withstand seismic impacts. However, the seismic isolation neutralizes such a negative effect of water tanks.

The manufactured LDRBs have been tested with a specially developed test machine. Two bearings were tested 

simultaneously to avoid side tensile deformation. To simulate the weight of the building on the two bearings, a vertical 

load of 150 kN was applied on the upper frame of the test machine. Before the start of the alternating cyclic load testing, 

the dynamic characteristics of the LDRBs were measured. The natural vibration period and critical damping factor were 

determined in free oscillation mode (Fig. 5). Vibration period of this system in the horizontal direction was equal to T = 

1.43 sec, while logarithmic decrement was equal to d = 0.31, which corresponds to 5% of critical damping. Figure 6 

shows the obtained “horizontal force-displacement” relationship. It demonstrates that when displacement was 

approaching the design value, the performance of LDRB changed from linear to clearly defined nonlinear stage. At this 

stage of deforming an increase in bearing stiffness was observed.

There are yet only two private (single family) houses in Armenia designed and constructed with application of the 

base isolation system. One of them was constructed in 2002 in Proshyan Village and the other one in 2005 in Jrvezh 

Village (Fig. 7). The latter is a 2-story base isolated private house with stone bearing walls and dynamic damper (DD) at 

the level of the basement where the isolation system is installed (Fig. 8)

Fig 5. Record of free oscillations of the LDRBs
Fig 6.   “Horizontal force-displacement” relationship for the 

tested LDRBs

Fig 7.   View of 2-story base isolated private house with stone bearing walls and the final view of DD in the form of continuous beam 
hung to the pavement by means of laminated rubber bearings

Fig 8. Vertical elevation of the base isolated house and details of the DD
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The mass of DD in case of a low-story building should be around 3-5% of the mass of the superstructure. In this case 

the isolated building with DD will have two main modes of vibrations: the first one when the DD oscillates in the same 

phase with the building and the second one when it oscillates in anti-phase to the building (Fig. 9). It is this second mode 

that becomes prevailing and due to this phenomenon horizontal displacements and forces are reduced.

The building was analyzed by SAP2000 non-linear program using December 7, 1988 X direction acceleration time 

history recorded at Ashotsk station and scaled to 0.4g.The analysis was carried out for different values of the DD weight 

in order to identify the most effective parameters leading to maximum reduction of the isolation system displacement. 

The range of b (the ratio of the DD weight to the weight of the building) varied from 0.42% to 7.01%. Corresponding 

relationships between the displacements of structure (of the isolation system), DD and the factor b are shown in Figure 10.

The obtained results confirm that the suggested structural concept of DD is very effective and leads to significant 

reduction of the seismically isolated structure’s horizontal displacements. Maximum reduction occurs at the values of 

factor b (WDD/WS) varying from 3.76% to 5.11%. For this range of factor b, the factor n (wDD/w0) in average is equal to 

1.4. DD with these parameters reduces the horizontal displacements at the isolation system level of the considered 

building by 2.02 times in average. The same is true for the shear forces [3].

TYPES	AND	NUMBER	OF	NEWLY	CONSTRUCTED	BASE	 ISOLATED	LOW-RISE	3-7	
STORY	BUILDINGS

In 1996 for the first time in Armenia a seismic isolation system was designed for construction of a new building in the 

center of the old Spitak, which was almost completely destroyed during the earthquake of   December 7, 1988. Thirty-

nine high damping rubber bearings manufactured in Malaysia by Min Rubber Products Sdn. Bhd. were used for this 

building (Fig. 11).

Fig 9. DD oscillates in phase with the building (a)and in anti-phase with the building (b)

Fig 10. Horizontal displacements-factor β relationships for the structure with and without DD

Fig 11. View of the 4-story base isolated apartment building and its isolation system
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The superstructure of the building represents a system with monolithic bearing walls and slabs designed with precast 

hollow core panels of different width.  The project was implemented in 1997-1998 and was financed by the World 

Bank’s EQZRP. It was decided to carry out two unique tests in 1997, when construction of the building was almost 

completed. The purpose of the first one was the trial of the technology for seismic isolators’ replacement. The purpose of 

the other one was to check the correlation of the design and actual parameters of the isolation system [4].

Armenia was experiencing extremely hard times in 1993 when the works on development and research of seismic 

isolation technologies were initiated by the author of this paper. However, it should be expressly underscored that the 

time was hard not only owing to complicated economic situation, but also because of the need for permanent struggle 

with conservatism, malevolence, envy and other negative manifestations of the opponents, bureaucrats and decision-

makers in the field, which lasted for several years. One of the main objections of those who were causing barriers on the 

way of development of seismic isolation in the country was the conviction that it is impossible to replace the rubber 

bearings in the retrofitted or newly constructed buildings. That is why it was decided to develop and to demonstrate the 

technique of replacement on the very first newly constructed 4-story building in the city of Spitak. Therefore, during 

construction 9 dummy bearings made of steel pipe were installed in the specific positions instead of real rubber bearings. 

At the final stage of construction, in the presence of engineers, designers and researchers from different design, scientific 

and construction companies, as well as those representing the Ministries of Urban Development and Emergency 

Situations, all dummy bearings were replaced. In order to perform this operation, for the bearings located along the 

exterior axes two pits were made in the basement walls of the building for installation of jacks from both sides of each 

dummy bearing (Fig. 12). Two jacks with a capacity of 1000 kN were used to lift the building by about 0.5-1.0 mm at 

each location. Afterwards, the dummy bearing was taken out (Fig. 13) and installation of the real seismic isolator started.

The surfaces of the lower and upper steel plates, as well as of the seismic isolator were cleaned. Then the real seismic 

isolator was gradually brought into its design position together with the lower and upper recess rings placed around it 

(Fig. 14). Finally the two rings were bolted to the upper and lower steel plates (Fig. 15).

Fig 12.   The pit made in the basement wall near the dummy 
bearing for installation of a jack

Fig 14.   View of the real rubber bear ing in one of the 
intermediate positions, as it is gradually pushed to its 
final design location

Fig 15.   View of the real rubber bearing in its design location 
and the moment of lifting the upper recess ring to its 
final position to be fixed by bolting to the upper plate

Fig 13.   The joint of isolation system of the building is lifted by 
two jacks and a dummy bearing is taken out
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Another 4-story apartment building with reinforced masonry bearing walls equipped with seismic isolation was 

designed in 1999-2000 for construction in the Huntsman Village in the city of Gyumri. This design was used to construct 

two buildings next to each other. Fifty-five medium damping rubber bearings for each building were manufactured in 

Armenia. The project was implemented in 2000-2001 and was financed by Huntsman Corporation. For the given project 

the medium damping rubber bearings from neoprene have been designed by the author of this paper. An isolation 

frequency of 0.5 Hz was chosen. For the design level earthquake and damping of 8-9% in the isolation system, the 

calculated horizontal displacement was equal to 140 mm. The maximal horizontal displacement was equal to 210 mm. 

Geometrical dimensions are given in Table 1 and Figure 16. Other main parameters of the designed MDRBs are as 

follows: horizontal stiffness - 0.81±0.1 kN/mm; vertical stiffness - ≥300 kN/mm; rubber shear modulus - 0.97±0.15 

MPa; critical vertical load - 4500 kN; vertical load at maximum horizontal displacement - 1500 kN.

In this building the seismic isolation interface was also designed within the premises of the basement, but in contrast 

to the building in Spitak the isolation interface here is located below the outside ground level. Figure 17 shows the first 

two base isolated buildings constructed by the same design in the Huntsman Village in Gyumri [5].

An original structural concept was developed and designed in 2002 for creation of base isolation system and for 

superstructure of a 3-story clinic building (Fig. 18) to be constructed in Stepanakert, the capital of Nagorno Karabakh. 

As in case with the buildings in Huntsman Village, the same type forty-eight rubber bearings were manufactured in 

Armenia. The project was implemented in 2003 and was initiated and financed by the Armenian Fund USA (AFUSA) 

through the Hayastan All-Armenian Fund.

Actually, for the first time in Armenia, base isolation was designed for construction of a critical facility like a clinic 

building. Before that the base isolation in Armenia was designed for different buildings with stone, masonry or R/C 

bearing walls. This time base isolation was applied to a building, the bearing structure of which consists of R/C frames 

with shear walls [6]. This was the first base isolated building in Nagorno Karabakh.

Table 1. Design details of MDRBs

Fig 16. Geometrical dimensions of the designed MDRB

Fig 17.   View of the 4-story base isolated apartment buildings in 
the city of Gyumri and a fragment of their isolation 
system

Fig 18.   View of the 3-story base isolated clinic building and its 
three-dimensional design model
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One of the distinctive features of the building is that its edge parts are designed as cantilevers with a span of 3 m and 

therefore, the shear walls here were intended, inter alia, to provide safe performance of the cantilever parts. Such 

structural concept was dictated by the soil conditions. Also, a purpose to achieve more savings in construction cost was 

pursued, as there was no need for a large space in the basement. The clinic building has three floors above the isolation 

interface, which in turn is located above the outside ground level, at the top of basement just under the floor slab of the 

first story.

In order to test seismic isolation rubber bearings the loading system was designed [7] to test simultaneously two 

rubber bearings with diameters of up to 380 mm, or one rubber bearing with a diameter of 580 mm, under horizontal and 

vertical loadings. It was capable of producing up to 1000 kN of force on the bearings in horizontal direction and up to 

2000 kN in vertical direction. The system consisted of four columns, upper and lower beams, a steel platform movable in 

the horizontal direction and a horizontally immovable upper plate. The bearings were compressed by vertical force 

through a hydraulic jack, which was located in the frame and the axis of which coincided with longitudinal axes of the 

frame and bearings. The horizontal actuator was positioned in such a way that its longitudinal axis was in the same 

horizontal plane with the internal movable plate. The view of the MDRBs in the test machine at the large horizontal 

displacement is shown in Figure 19.

In 2007-2009 for the first time in Armenia base isolation was designed and implemented for construction of 5-7-story 

hotel buildings in Yerevan, Dilijan and Stepanakert. The quantities of seismic isolation MDRBs were 113, 102 and 98, 

respectively. All three projects were financed by Tufenkian Hospitality, LLC. Currently construction of the hotel 

building in Yerevan is finished (Fig. 20) but other two buildings are under construction. Their bearing structures, as in 

the case of the clinic building, consist of R/C frames with shear walls [8].

All three buildings have complicated structural systems, non-symmetric plans and vertical elevations, non-uniform 

distribution of masses and stiffnesses in horizontal (in their plans) and vertical (along their height) directions. This is 

Fig 19. Deformation of seismic isolation rubber bearings in the combined shear and compression testing

Fig 20.   View of the 6-story base isolated hotel/commercial centre building in Yerevan and its design model, periods of vibrations, 
displacements of isolation system by the Code and time history analyses
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obvious from their design models shown in Figures 20 and 21. However, design of such complicated structures became 

feasible due to application of seismic isolation. Neutralizing the negative factors caused by the mentioned asymmetry 

was made possible thanks to the method of installation of rubber bearings by clusters proposed and implemented in these 

buildings.

TYPES	AND	NUMBER	OF	NEWLY	CONSTRUCTED	BASE	ISOLATED	HIGH-RISE	10-20	
STORY	BUILDINGS

Since 2003 seismic isolation technologies in Armenia were designed and then extensively applied in construction of 

multi-story buildings in Yerevan. These were 10-20-story base isolated residential complexes “Our Yard” (Fig. 22) [9], 

“Cascade” (Fig. 23) [10], “Arami” (Fig. 24), “Dzorap” (Fig. 25) [1], “Northern Ray” (Fig.26) [11], and “Baghramian” 
(Fig. 27) [12], as well as a business center “Elite Plaza” (Fig. 28) [1]. These projects were financed by Elite Group, 

CJSC and designed in 2004-2008. Also a 15-story residential base isolated building “Avan” (Fig. 29) was designed in 

2010 and financed by the governmental program for providing apartments for young families. Finally, a 17-story 

multifunctional complex “Sevak” (Fig. 30) was designed in 2011 and financed by ITARCO Construction, CJSC.

Fig 21.   Design models, periods of vibrations, displacements of isolation systems by the Code and time history analyses for the hotel 
buildings in Dilijan and Stepanakert

Fig 22.   16- and 10-story base isolated buildings of the 
multifunctional residential complex “Our Yard”

Fig 23.   11-story base isolated building of the multifunctional 
residential complex “Cascade”

Fig 24.   16- and 14-story base isolated buildings of the 
multifunctional residential complex Arami”

Fig 25.   16- and 13-story base isolated buildings of the 
multifunctional residential complex “Dzorap”
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The base isolated high-rise buildings have bearing structures in the form of R/C frames with shear walls below and 

above the isolation interface. The latter provide sufficient rigidity to the structures below isolation plane and the 

superstructures so that effective performance of isolation systems in the event of strong ground motions is guaranteed. 

The beams below and above the seismic isolators are referred to herein as lower and upper beams, respectively. Seismic 

isolators are located immediately on the lower beams and there is no slab at their level. Seismic isolators are supporting 

the very strong upper beams, in which the structural elements of superstructures are anchored. Upper beams are unified 

by rigid slabs, thus creating stiff systems in horizontal and vertical directions.

Fig 26. 18-story base isolated buildings of the multifunctional residential complex “Northern Ray”

Fig 27.   17-story base isolated building of the multifunctional 
residential complex “Baghramian”

Fig 28.   20-story base isolated business centre“Elite Plaza”

Fig 29.   15-story base isolated building of the multifunctional 
residential complex “Avan”

Fig 30.   17-story base isolated building of the multifunctional 
residential complex “Sevak”
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The soils at all sites are classified as category II with the predominant period of vibrations of not more than 0.6 sec. 

For the time history non-linear earthquake response analyses a group of accelerograms was used, including a synthesized 

accelerogram (Table 2). Earthquake response analyses of these buildings were carried out in two versions, i.e. when the 

buildings are base isolated and when they are fixed base. For both cases the buildings were analyzed also according to 

the requirements of the Armenian Seismic Code (Table 3). The obtained results indicate the high effectiveness of the 

proposed structural concepts of isolation systems and the fact that seismic isolation significantly reduces the maximum 

spectral acceleration in comparison with the fixed base buildings. Also there is a need for further improvement of the 

Seismic Code provisions regarding the values of the reduction factors [13]. Analyses prove once again that if properly 

designed, seismic isolation results in rational and highly reliable structural solutions.

Using the data of Table 2 the average values of Q, D and D were calculated for both cases and compared to each other. 

The results of comparison are as follows: horizontal shear forces calculated in accordance with the Code provisions are 

greater than those calculated by the time histories by 1.85 times, maximum horizontal displacements of isolation systems 

are larger by 1.89 times and maximum story drifts in superstructures - by 2.03 times in average. Obviously, the 

differences should have not been so large. This means some further steps should be taken to more realistically reflect the 

characteristics of seismically isolated buildings (including the reduction factors for isolation systems) in the design 

models for the calculations based on the Code [13].

Actually, for zone 3, where the expected maximum acceleration is equal to a=400 cm/sec2, the Code requires that any 

base isolated building should be analyzed twice: first, by applying k1=0.8 and the obtained results will serve as a basis to 

design the isolation system and structures below it, and then the second analysis should be carried out by applying k1=0.4 

and the derived results will serve as a basis to design the superstructure. However, the data regarding the analyses of 

Table 2.   Acceleration time histories selected for earthquake 
response analysis of the base isolated multistory 
buildings, scaled to 0.4g

Table 3.   Some results of calculations for different base isolated 
buildings by the Armenian Seismic Code and by the 
time histories
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multistory buildings indicate that the displacements of isolation systems, inter-story drifts and horizontal shear forces 

obtained by calculations of the base isolated buildings by the Armenian Seismic Code are close to the same values 

obtained by the time history analyses when the permissible damage coefficient (reduction factor) of k1=0.4 is applied for 

the whole structure. However, in case if k1=0.8, the Code based results are higher by a factor of about 2 in average. 

Therefore, the Code needs a more accurate designation of reduction factors for seismic isolation systems. At this stage it 

is suggested to accept k1=0.6 for zone 3 in the next edition of the Code, as a compromise solution.

TYPES	AND	NUMBER	OF	EXISTING	BUILDINGS	RETROFITTED	AND	PROTECTED	
USING	SEISMIC	ISOLATION	SYSTEMS

The retrofitting technique using base isolation has great potential for rehabilitation of ordinary civil structures such as 

apartment blocks, schools, etc. The first retrofit of 1A-450 series stone apartment building with load bearing walls (Fig. 

31) has been carried out in Armenia in the city of Vanadzor in 1995-1996, financed by the World Bank’s EQZRP and 

co-financed by UNIDO. The high damping rubber bearings (HDRB) for this retrofit project were designed with 

significant help and support of the UK based Malaysian Rubber Producers’ Research Association (MRPRA). 60 HDRBs 

were used in the project, of which 28 bearings have been manufactured by MRPRA and 32 in Malaysia by Min Rubber 

Products Sdn. Bhd. and Sime Engineering Rubber Products Sdn. Bhd [14].

The structural concept aims at retrofitting an existing building with seismic isolators using a simple and innovative 

working technology developed by the author of this paper (Patent of the Republic of Armenia #579) [15]. This is a 

unique and pioneering seismic isolation project implemented for an existing 5-story stone building without re-settlement 

of the dwellers. There has been no similar precedent in the world practice of retrofitting apartment buildings.

The isolators in this building are located by upper and lower recesses provided by annular steel rings bolted to outer 

steel plates which are connected to the reinforcement in the upper continuous and lower foundation beams; the isolators 

themselves are not bolted to the structure (Fig. 32).

This method of connection helps to minimize the cost of the isolators themselves and simplifies their installation on 

site. Because the bearing is simply located in a recess, no tapped holes for bolted connections are needed in the end-

plate. The side, top and bottom rubber cover layers ensure the steel plates are protected from corrosion. In the existing 

building under consideration the bearings were not to be located in an enclosed, heated basement, but would be exposed 

to the outside environment. The severe winter weather at the site meant that particular attention had to be paid to the low 

temperature crystallization resistance of the rubber compound. Thus, a rubber compound suited to sites with severe 

winter temperatures has been developed. The sixth cycle force-displacement loops are given in Figure 33 for the 

bearings and their stiffness is seen to decrease with increasing displacement. The stiffness at 50% of the design 

displacement (D) is 2.45 times smaller than at 0.05D in average. The increased stiffness at small displacements reduces 

the movement of the building under wind loading without the need for additional wind restrain devices.

Fig 31. General view of the existing 5-story stone apartment building retrofitted by base isolation and fragments of its isolation system
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Dynamic tests on the bearings showed the performance of the design to be satisfactory. The bearing test results 

confirmed that their stiffness and damping is predicted reasonably well from the design equations and rubber properties, 

as measured on small tests pieces. The bearings were also tested quasistatically in shear under the vertical load of 820 kN 

up to the maximum horizontal displacement of 195 mm (Fig. 34). The corresponding force-deflection plot shows a slight 

stiffening at large deflection; there is no sign of an approach to the displacement capacity of the isolator.

The second retrofit has been carried out in Armenia in 2001-2002. This was the school #4 in the city of Vanadzor and 

this building not only has a historical meaning for the city, but also a great architectural value (Fig. 35). With this in 

mind, the financing organization - Caritas Switzerland - has agreed with the proposal of the author of this paper to 

retrofit the building by base isolation. The unique operations were carried out to install seismic isolation bearings in this 

building [16]. The school is a 3-story, over 60 years old building with thick bearing walls made of tuff stones. Actually, 

Fig 32.   Location of HDRB by upper and lower recesses provided by annular steel rings bolted to the outer steel plates connected to 
reinforcement in the upper continuous and lower foundation beams

Fig 33. Shear force-deflection loops for HDRBs. Nominal vertical load 500 kN

Fig 34.   HDRB tested under combined shear and compression and quasistatic shear force-shear displacement curve under constant 
vertical load of 820 kN
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this building is a non-engineered structure with wooden floors in some of its parts. The design for retrofitting of this 

school together with implementation of base isolation was set to replace the wooden floors by the R/C slabs.

The thickness of bearing walls varies from 600 mm to 1150 mm in the basement and from 600 mm to 700 mm in the 

floors above the ground. There is a school sports hall located between the axes “A”-“C” and “5”-“6”. The height of the 

sports hall is equal to the height of the basement plus the height of the first floor. This, along with the U-shape plan, 

causes significant asymmetry to the building relative to the longitudinal axis “D”. Actually the plan of the building in the 

limits of the basement and the first floor is almost rectangular (Fig. 36a), while the plans of the second and third floors 

are U-shaped (Fig. 36b).

The school building had survived the 1988 Spitak Earthquake and fortunately the effect of this earthquake on the 

building was not very damaging. The building suffered inclined cracks mainly in the walls located around the staircases. 

Therefore, it was also decided to strengthen parts of the existing damaged walls by cement injection and/or by reinforced 

concrete jackets. These operations were performed simultaneously with installation of the base isolation system at the 

level of the school basement. Forty-one medium damping rubber bearings for this building were manufactured in 

Armenia.

The World Bank’s EQZRP have also funded two more projects on implementation of low-cost seismic protection 

Fig 35. General view of the 3-story school building retrofitted by base isolation

Fig 36. The plans of the basement (a), and second and third floors (b) of the 3-story school building retrofitted by base isolation
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technology named Additional Isolated Upper Floor (AIUF) [17]. Such floors, acting as TMDs, were designed and 

constructed in two existing series 111 nine-story buildings (Fig. 37) also located in Vanadzor. Upon a request from the 

RA Ministry of Urban Development it was also decided to conduct dynamic tests of these buildings. The tests of both 

buildings were carried out in two stages; first without AIUF, and then with it in resonance mode. A vibration machine 

unprecedented by its power was used for that purpose, which was manufactured at the “Razdanmash” factory (Armenia). 

The machine provided excitation of inertial horizontal loads allowing imitation of the design level seismic impact. The 

efficiency of the new seismic protection method was affirmed in the field owing to this powerful installation.

The rubber bearings for these projects were manufactured by different enterprises. For one of the buildings (Fig. 37, 

left) sixteen neoprene HDRBs were manufactured in Armenia and for the other building (Fig. 37, right) sixteen HDRBs 

with use of natural rubber were manufactured by Min Rubber Products, Malaysia.

Seismic response analysis was carried out for these buildings with and without AIUF, using degrading tri-linear model 

for columns and bilinear model for rubber bearings, as well as the Melkumyan model for shear walls. The software used 

in the analysis incorporated the developed rules of hysteresis model formation [18]. The design model of the buildings is 

shown in Figure 38. The carried out analysis infers that AIUF produces a considerable upgrade of building earthquake 

resistance due to reduction of strain-stressed state level in the building. At the same time the drift of AIUF, or 

specifically the LRB displacement, exceeds the maximum drift of a story in the building by a factor of 4.3. However, this 

does not prevent using the AIUF space for various purposes, since its structures remain almost un-deformed and great 

displacements occur due solely to shear deformations of LRBs.

Fig 37. General views of the two existing R/C frame 9-story apartment buildings protected by AIUF

Fig 38. Design model of 9-story building protected by AIUF
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The dynamic testing of the existing 9-story series 111 apartment buildings before and after erection of AIUF allows 

concluding that AIUF brings to reduction of shear force at the ground floor level by a factor of 1.76 and at the same time 

the displacement at the 9th floor slab level decreases 2.2 times [19].

It should be especially emphasized that by the order of the Ministry of Urban Development of Armenia the author of 

this paper has developed a chapter on Buildings and Structures with Seismic Isolation Systems, which is included in the 

National Design Code for Earthquake Resistant Construction, the Guidelines for Design and Construction of Buildings 

with Application of Laminated Rubber-Steel Bearings, and Standard (Specifications) on Manufacturing of Seismic 

Isolation Laminated Rubber-Steel Bearings. All these documents were adopted by the Government of Armenia and are 

currently in force starting from 2006.
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1　Introduction
Turkey is located in an earthquake prone region and suffered high amount of casualties and loss of property due to 

earthquakes over many centuries. Potential impacts of large earthquakes on urban societies need to be mitigated through 

multi-disciplinary approaches. The emergence of performance-based design (PBD) lead to consideration of multi-stage 

earthquake levels and it has been accepted as a more rational approach for the design and assessment procedure of 

earthquake resistant structures. Key component of performance-based seismic evaluation is the estimation of seismic 

demands. Code compliant performance criteria in conventional seismic design approach can only be achieved through 

the occurrence of inelastic deformations in specified location of structural elements under design based earthquake 

(DBE) or Maximum Credible Earthquake(MCE). Moreover, conventional aseismic design methods might cause very 

high floor accelerations in stiff buildings or very large interstory drifts in flexible structures. All of these factors cause 

difficulties to ensure the safety of the structural components and building contents by traditional aseismic design 

methods while fulfilling the performance criteria with uncertainties associated with material characteristics and design 

assumptions.

There is a special need to preserve the functionality of critical structures such as bridges, industrial facilities, hospitals, 

communication and emergency centers, and police and fire stations under moderate to severe earthquakes. In this sense, 

seismic isolation (SI) technology is introduced as an alternative design method for the protection of structures which also 

satisfies the specified performance criteria of current seismic design codes and guidelines. Various isolation units are 

developed and offered to engineering community for the modification of response by manufacturers.

Application range of SI systems varies from protection of costly equipment to heavy weighted structures in Turkey. 

Seismic isolation application conceptually aims to decouple structures from the horizontal components of earthquake 

ground motion by shifting the fundamental period of structure to the outside of the damaging range of frequencies or to 

accommodate the displacement demands which might not be provided by the ductility based design concepts. Period 

shift or accommodation of displacement demands can be offered by installation of flexible or sliding layer with the help 

of isolators. In addition to stated goals, seismic isolators are also incorporated to reduce acceleration or displacement 

response of high rise buildings while allowing designers to minimize structural member sizes, or to control damage and 

improve their post-earthquake functionality (Higashino and Okamoto, 2006).

Among available isolation units elastomeric and sliding type of isolation devices are two most commonly used 

isolators in Turkey.  Main objectives of this paper are to review the current design principles of seismic isolation 

bearings and present the existing structures with passive control systems and facilities that are under construction 

equipped with isolators and energy dissipaters.

2　Overview	of	Design	Codes	in	Turkey
In the last 15 years Turkey was experienced three destructive earthquakes with high amount of casualties and 

economic losses. In 1999, Turkey struck by two catastrophic seismic events named as Kocaeli and Düzce earthquakes, 

which occurred approximately 3 months  apart on the 1500 km long North Anatolian Fault (NAF). Following these two 

major earthquakes similarly on Sunday, October 23rd, 2011 and on November 9 2011, the Van province, in the Eastern 
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Turkey, was hit by a magnitude Mw=7.1 and Mw 5.7 earthquakes. Number of seismic isolation applications in Turkey is 

significantly increased and became prevalent after the 1999 Kocaeli (Mw 7.4) and Düzce(Mw 7.2) earthquakes and the 

2011 Van earthquake reminded the importance of functionality of critical structures like hospitals and directed decision 

makers attention to isolation devices again.

Passive control systems in Turkey can be classified in two main categories as seismic isolation, and energy dissipative 

systems. Proper and common use of response modification technique such as in SI and/or ED system requires 

prescriptive design and testing provisions for practicing engineers. The latest version of Turkish Seismic Design Code 

was published in 2007 (SBBSZ 2007) and four different performance limits were included for the assessment and design 

of conventional buildings. However, design principles and testing of anti-seismic devices were not considered in the 

current Turkish Seismic Design Code.  Therefore, ISMEP (Istanbul Seismic Risk Mitigation and Emergency 

Preparedness Project) has initiated efforts of preparation of Seismic Isolation Design Code for Buildings by Turkish 

Association for Seismic Isolation (TASI, 2008). Draft version of Turkish Seismic Isolation Design Code for Buildings 

was firstly published in 2008 parallel to the advent of seismic isolation technology and increased number of SI 

applications in Turkey (TASI, 2008). The latest version of the prepared Seismic isolation guideline for buildings is 

planned to take a place in the revised version of the current Turkish Seismic Code as a new section which will be 

attributed to buildings equipped with passive control systems.

In contrast, regarding to the lack of seismic design codes and guidelines for bridges in Turkey appropriate approaches 

of Eurocode 8-Part 2, AASHTO LRFD Bridge Design Specifications(2012) and AASHTO Guide Specifications for 

Seismic Isolation Design(2010) have been incorporated to check the design applications by General Directorate of 

Highways. Critical projects are also peer-reviewed by board of experts to check the design and control results of 

prototype tests. Amongst available isolation units, elastomeric and sliding type of isolation devices are two most 

commonly used isolators in Turkey and basic scheme of design procedures are defined in Turkish Seismic Isolation 

Design Code (TASI, 2008).

As per the draft Turkish Seismic Isolation Design Code-TSIDC (TASI, 2008), the materials used in the manufacturing 

process of elastomeric isolation units shall conform to the requirements of the Chapter 8.2.2 of the European Standard 

(prEN 15129-2007) and the design and control of the isolation units will be based on “European Standard EN 1337-

3:2005: Structural Bearings - Elastomeric Bearings”. Typical sketch of these bearings with their force displacement 

hysteresis curves are shown in Figure 2 and Figure 3. Four different method of analysis are defined with respect to 

building, isolation system and the characteristics of the construction site. Design principles of elastomeric and sliding 

type of sliders are expressed in section 2 of TSIDC.

The latest version of the well-known curved slider type of isolation system named as triple friction pendulum (TFP) 

bearing manufactured in US, has been also used in several important projects in Turkey. Nevertheless, it has not been 

implemented in Turkish Seismic Isolation Code due to earlier publication date from the development of analytical model 

of it.

Figure 1.   Nonstructural damage of the medical equipments in the Yüzüncü Yil University-Faculty of Medicine Hospital in Van (Di  
Sarno and et al.,2013)
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Therefore, design engineers in Turkey are referred to proposed representation of the overall behavior which was 

verified by experimental and analytical results (Fenz, D. and Constantinou, M.C. 2008a, 2008b, Morgan T. A., 2007, 

Dao ND et al. 2013).

Recently, the Ministry of Health (MoH) of Turkish Republic has prepared a draft technical specification for the 

seismic isolation of new and existing hospital buildings over 100 bed capacity located in seismic zones 1 and 2.

In case of estimation of large displacement demands of SI units, energy dissipaters(ED) might be used as 

supplemental devices to limit excessive displacements and seismic energy. Number of structures only equipped with ED 

is relatively low in comparison with SI systems. It is worth noting that it is essential to perform prototype tests of SI 

systems to verify the behavior and shaking table tests are useful in having a better insight about passive control systems.  

Figure 2.   (a) Simple section of the lead core elastomeric isolation unit (b) Typical force-deformation(hysteresis) curve for lead core 
elastomeric isolation unit (TASI,2008)

Figure 3.   (a) Simple sections of the single and double curved surface slider isolation unit (b) Typical force - displacement (hysteresis) 
curves for  curved surface slider type isolation units  (TASI,2008)

Figure 4. Geometric configuration and sliding regimes of Triple Friction Pendulum Bearing(Fenz and Constantinou,2008a)

Figure 5. 1/4 Scaled Steel Structure isolated with hybrid passive control system (Yenidogan et al., 2013)
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Lack of capable facilities for prototype testing in Turkey they have been performed in different laboratories all over the 

world. Shaking table tests of SI systems in Turkey were only performed in the laboratory of Kandilli Observatory and 

Earthquake Research Institute (KOERI) by researches (Yenidogan et al., 2013, Kesti G., 2009, Yenidogan, 2007, Uckan 

et al.2004)

3　Statistics and Benchmark Applications of Seismic Isolation in Turkey
Although passive control of structures in Turkey is a relatively new concept when compared with Japan, US, Italy and 

New Zealand, their usage have been employed extensively in the design and retrofit of buildings, industrial facilities as 

well as infrastructures after the 1999 Kocaeli earthquake. Effectiveness of SI/ED devices were justified after major 

earthquakes. Wide range of prestigious large structures like roof isolation of terminal buildings, hospitals, LNG storage 

tanks, bridges and seismic protection of costly equipment and data in office building made worldwide known and 

domestic manufacturers to take part in these projects. Distribution of passive control applications in Turkey is depicted 

below (Figure 6). In addition to stated numbers in Figure 6 more than 46 projects related with retrofit and design 

applications are either in the construction tender or design tender phases.

3.1　Seismic Isolation Applications for Terminal Buildings of Airports in Turkey
The earthquake that struck northern Turkey on August 17, 1999 caused widespread damage, even to buildings in 

Istanbul. The new passenger terminal building at Ataturk International Airport under construction in Istanbul was also 

affected from the earthquake when the 95% of the construction facility was completed. Location of the airport was 70km 

away from the epicenter. Damage assessment of terminal building was carried out and a new seismic upgrade scheme is 

applied by utilization of both conventional and innovative methods. Determined damage is attributed to incomplete 

construction of key structural components. 100 curved slider type of isolation units were incorporated for the roof 

isolation while steel jackets filled with grout to increase the earthquake resistance of columns by means of ductility. All 

of the process from assessment to implementation of upgrade scheme was completed in less than four months.

Antalya International Airport is located in a frequently visited touristic spot in Turkey. Retrofit project of Antalya 

airport is completed by incorporating 500 lead rubber bearings together with pot bearings.

Istanbul SGIA Terminal Building is one of the largest seismically-isolated buildings in the world. The process, from 

design through implementation, was accomplished in 18 months, allowing the terminal to be completed in time as 

scheduled. Site-specific hazard analysis was performed and directivity effects are included in the representation of 

seismic demand. The 200,000 square meter structure has 296 triple friction pendulum isolators where the total height is 

Figure 6. Distribution of SI and ED devices in completed constructions
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32.5m (Darama and Zekioglu, 2013).

3.2　Seismic Isolation of Hospital Buildings
Hospital buildings are classified as critical structures that need to be operational for the rapid response and emergency 

activities. Therefore, it is vital to preserve the functionality of hospitals and protection of costly medical equipment 

immediately after major earthquakes.  The Ministry of Health (MoH) of Turkish Republic has prepared a draft technical 

Figure 7. Terminal Building of Atatürk Airport, Istanbul

Figure 8. Retrofit Project of International Airport of Antalya

Figure 9. Seismic Isolation is applied to terminal building of Sabiha Gökçen Airport by installation of TFP Bearings
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specification for the seismic isolation application of new and existing hospital buildings which might be exposed to high 

earthquake risk. In MoH specification design earthquake has been determined as 2% and 10% probability of exceedence 

in 50 years. According to the MoH, the structure will be designed with the design spectrum of 10% probability of 

exceedence in 50 years which corresponds to 475 years return period. Then the safety checks will be conducted by the 

maximum credible earthquake for 2% probability of exceedence in 50 years which corresponds to 2475 years return 

period.

Kocaeli University hospital is the first seismically isolated hospital building in Turkey with 30 cm capacity of curved 

type of sliding isolation units.

Erzurum State Research Hospital is the second seismically isolated hospital with 400-bed capacity which is located in 

the eastern part of Turkey in a region of high seismicity. The Turkish Ministry of Health (MoH) has required 

incorporation of seismic isolation to maintain its functionality under strong earthquake excitation. Erzurum State 

Hospital is a reinforced concrete structure with shear walls and it was one of the largest hospitals to be isolated in the 

world, it measures 160 m x 140 m in plan and is 29m tall. The hospital composed of six floors and basement. The 

basement of the hospital have been using as a parking lot and as workshop maintenance of the hospital. A view of the 

hospital and its finite element model used in the analysis/design are depicted in Figure 11.

The Goztepe Hospital (Figure 11) is a 232257.6 square meter new hospital in Istanbul, Turkey. The hospital owner, 

the Istanbul Governorship, selected 90% reliability of continued functionality as the seismic isolation system design 

criteria. FEMA-58 methodology is utilized for the seismic damage calculations of Goztepe Hospital in case of various 

bearing options. Seismic damage calculations depended on the median peak floor accelerations, maximum structure 

drifts, and permanent structure drifts (Zayas, 2013).

Yavuz Selim hospital is another seismically isolated hospital which consists of four blocks where the conventional 

retrofitting scheme is employed by construction of new shear walls and steel jacketing of existing columns in B, C and D 

blocks. In contrast A-block is isolated at intermediate level as defined in the Turkish Seismic Isolation code (TASI, 

2008).

New seismically isolated hospital in the city center of Erzurum is planned to construct (Figure 14) next to the existing 

Figure 10. Retrofit project of  Kocaeli University hospital by FPS

Figure 11. Design project of  Kocaeli University hospital by LRB and NRB
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base isolated Erzurum Region Research and Training Hospital. It will consist of five isolated blocks (Blocks A, B, C, D 

and E) and 2 non-isolated blocks (G and F) as illustrated in Figure 14.

3.3　Seismic Isolation of Bridges in Turkey
Bridges constitute one of the major components of transportation systems which serve as lifeline of cities. It is 

essential to maintain the functionality of critical bridges to form resilient societies. In the 1999 Duzce earthquake, Bolu 

Viaducts turn into be one of the important case studies in the world where the deficiency in principle design rules are 

attributed to underestimation of seismic demand. The Bolu viaduct is a 2.3 km long dual 59 spans supported by 58 piers. 

Each span is 39.2m long with two parallel bridges with span length of 39.2m and pier height of maximum 49m was 

nearly completed when it was struck by the 1999 Duzce earthquake. Continuity of 7 lines of simply supported 

prestressed concrete box girders with slab were provided over 10 spans. Complete failure of the seismic isolation system 

due to excessive deformations and transmission of shear forces are shown in Figure 15. Evaluation of the seismic 

isolation system’s design indicated that requirements of the AASHTO Guide Specifications for Seismic Isolation Design 

were not fulfilled for the existing SI and ED system before Duzce earthquake.

Total collapse of the bridge was barely avoided and new seismic upgrade scheme was accomplished by incorporation 

Figure 12. Design project of  Göztepe hospital by TFP (Courtesy of EPS)

Figure 13.  Seismic Isolation project of Yavuz Selim Hospital (ISMEP, 2009)

Figure 14. Seismic Isolation project of Erzurum Medical Campus
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of curved slider isolation units. After the installation of new SI system and alignment of the deck The Bolu Viaduct was 

in service. General view of the viaduct and location of new SI units are presented in Figure 16.

The development of urban earthquake risk mitigation master plans of Istanbul proposed short- and long-term strategies 

and emphasized the need of urgent retrofitting applications for lifelines. Mecidiyeköy Viaduct is accepted as one of the 

vital transportation links which needs to give service without any distruption after a major earthquake. One of the 

challenging issues in the rehabilitation process of Mecidiyekoy Viaduct was being in service during the retrofit project. 

SI and conventional methods such as steel jacketing, rehabilitation of foundation system were used together for seismic 

upgrading (Figure 17).

Figure 15. Complete failure of existing protection systems of Bolu Viaducts

Figure 16. General view of Bolu Viaduct and location of SI unit

Figure 17. Location of Mecidiyekoy Viaduct and Retrofit Activities
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Another important seismically isolated bridge application in Turkey is carried out on Bozuyuk-Mekece state highway. 

Seismic upgrading of the state highway was required due to heavy traffic and frequent occurence of accidents. Total 

length of the project is about 85 km and the project includes number of tunnels, bridges and overpasses. Sakarya-II 

viaduct is one of the most important sections where SSI effects are as well associated.

3.4　Seismic Isolation of Industrial Facilities
The 1999 Kocaeli earthquake caused direct physical and indirect losses in the industrial zones by means of business 

interruption (Figure 19).

Seismic isolation method might be very useful for the industrial facilities in terms of mitigation of earthquake risk. 

Ege Gaz facility is one of the examples in Turkey for the response modification of LNG tanks.

Conclusion
The effectiveness and application of seismic isolation systems in the world is verified after each major earthquake. 

Detailed statistics of various seismic isolation applications in Turkey are presented in this paper.  SI method is an 

alternative mature technology which fulfills the performance criteria and continued functionality of critical structures. 

Figure 18. Seismic Isolation Project of Sakarya II-Project(By courtesy of  Limak Construction Co. Ankara))

Figure 19. Industrial regions that are affected in the 1999 Kocaeli Earthquake.

Figure 20. Seismic Isolation of Ege Gaz LNG tanks
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Even though it is a relatively new technology in Turkey it has been effectively implemented to large projects which 

entail sophisticated analysis. Prevalence of this technology in Turkey will be achieved by implementation of SI section 

in the revised version of current Turkish Seismic Code and by peer-reviews of a committee which consists of experts 

specialized in seismic isolation technologies rather than other fields of civil engineering. Increase in the number of 

domestic manufacturers is essential to provide cost-effective and high quality isolators in Turkey.
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1　はじめに
2011年3月に発生した東北地方太平洋沖地震にお

いて、免震建築物はその効果を十分に発揮し、建物
の主要構造体及び天井部材等の建築仕上材の損傷は
皆無であった（少なくとも当協会の調査範囲内では
報告なし）が、免震エキスパンションジョイント（以
下、「免震Exp.J」と表記する）の損傷が多数発生した。
地震後に当協会に設けられた応答建築物調査委員会
で行われた調査では、調査建物の約30％において免
震Exp.Jの一部に損傷が生じており、免震層の変位
が小さかった関東近辺の震度4以下の地域でも、多
くの免震Exp.Jの損傷が確認された。
応答建築物調査委員会では免震エキスパンション

WGを設け、損傷原因の把握および要因分析を行い、
2012年1月に報告書としてまとめた。それによると、
免震Exp.Jの損傷には、製品自体の機能上の問題を
はじめ、設置状況の問題、維持管理の問題など様々
な要因が存在することが明らかになった。
そこで、当協会では免震エキスパンションガイド

ライン作成WGを設け、免震Exp.Jのガイドラインを
作成し2013年4月に出版した。ここに、その概要を
紹介する。

2　免震エキスパンションジョイントガイドラ
イン

2.1　適用範囲および基本的な考え方
免震Exp.Jに求められる重要な性能は「地震時の

強制変位に損傷せず追従し、地震後もその部位の機
能を保持できること」と、「地震時の作動中に免震
Exp.Jの周辺にいる人に危害を与えない」という2点
であり、設計者は建物の見栄えを重視するあまりに、
安全性や信頼性を損なうことがないような配慮を求
めている。

2.2　目標性能
免震Exp.Jに求められる性能は一律ではなく、建

免震エキスパンションガイドラインについて

応答制御建築物調査委員会	免震エキスパンションガイドライン作成WG	主査
清水建設　北 村 佳 久

委員会報告

物の用途や使用箇所によって異なると考えられる。
そこで、設計者が建物の状況に応じて最適な性能の
免震Exp.Jを選定できるように、免震Exp.Jの性能指
標を定めることにした。性能指標はA種、B種、C種
の3種類とし、2段階の地震動のレベルごとに目標と
する損傷状態を設定している。表1に損傷状態の定
義を示し、表2に性能指標の分類を示す。地震動は
免震層の変位が50mm程度の中小地震（震度4～ 5弱
程度）と、免震層の変位が設計可動量となるような
大地震（震度5強以上）の2段階とし、A種では大地
震まで機能保全、B種は大地震時には軽微な損傷は
許容し、C種では大地震で補修後に再使用できる損
傷まで許容している。免震Exp.Jの最低性能は、大
地震時でも脱落や機能を損失する損傷が生じないこ
とであると考えており、C種でも機能損失状態は想
定していない。
免震Exp.Jは建物に設置した後は、可動させて性

能を確認することはできないため、性能指標は事前
にどのような試験を行ったかということで定めてい
る。試験方法としては、高速加振が可能な振動台試
験と、あまり高速加振ができないモーターや手動で
動かす加振台試験があるが、実際の地震時の動きに
近い振動台試験で無損傷あったものをA種、振動台
試験で軽微な損傷であったものや、加振台試験で無
損傷であったものをB種、加振試験を行っていない
ものをC種としている。本ガイドランでは、事前に
性能を確認している製品を標準品と呼んでいるが、
実際に建物に採用するものが、標準品の試験条件と
異なる場合には、設計者の判断で実状に合わせた性
能試験を施工段階で行う必要がある。

2.3　建物設計上の留意点
設計者の立場で留意すべき主な事項を下記に示す。

・人の通行のある場所に設置する場合には、可動時
に人が落下したり、挟まれたりする可能性のある
穴が開かないようにしなければならない。



委員会報告 61

委員会報告

・可動時に安全性を確保できない場合は、人が近づ
けないように、柵などを設ける。また、人の通行
のある場所では、可動部を示すサインなどを設け、
注意喚起することが望ましい。
・人の通行の多い場所では、可動時に床パネルがせ
り上がったときに、足を傷つけないディテール（先
端可倒金物など）とする。
・地震後に建物に想定される想定最大残留変位によ
り、免震Exp.Jに残留変形が生じないように、残
留変形を吸収するクリアランスを設ける。

2.4　製品設計・製作上の留意点
製作者の立場で留意すべき主な事項を下記に示す。

・床先端可倒プレートが地震時に損傷した事例は多

く、十分な可動試験が必要。
・地震時の早い動きにレールなどがうまく機能せず
損傷した事例は多く、高速の可動試験が必要。
・地震時の建物の傾斜の影響を受ける部位には、傾
斜を許容できるディテールとし、傾斜を考慮した
可動試験により性能を確認する。

2.5　施工上の留意点
施工者の立場で留意すべき主な事項を下記に示す。

・地震時の免震Exp.Jの動きを理解し、可動部に設
備ダクトなどを設けないように注意する。
・免震Exp.Jのパネルが地震時に動いたときに、周
辺の地盤面や仕上げと干渉し、損傷を生じないよ
うにレベルの設定やクリアランスの確保を行う。
・免震Exp.Jの隙間部分に、パネルの動きを阻害す
るようなシールを施さない。
・免震Exp.Jの取扱説明書を建築主に提出し、適切
な維持管理が必要なことを伝達する。

2.6　検査および維持管理上の留意点
検査および維持管理において留意すべき主な事項

を下記に示す。
・設計者および施工者は書類検査、寸法検査の他に
必要に応じて実機可動検査を行い、製品の性能が
目標性能を満足していることを確認する。
・施工者は、施工図・取扱い説明書・施工結果報告
書を建築主に提出し、維持管理上の留意点につい
て十分な打合を行う。
・免震建物の維持管理点検時に、専門技術者による
免震エキスパンションジョイトの点検も行う。

3　おわりに
これまで、免震エキスパンションジョイントは建

築設計者まかせで、十分に構造設計者が関与してこ
なかったと思われる。今後は、本ガイドラインを参
考にしていただき、構造設計者と建築設計者が十分
な連携のもとで、地震に大きな損傷を生じない免震
エキスパンションジョイントが実現できることを期
待している。

表1　損傷状態の定義

表2　性能指標の分類
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平成12年に発足させた、当協会の資格認定制度「免震部建築施工管理技術者」の登録有効期限は5年間です。
資格を更新するためには、講習会を受講する・免震工事概要報告書を提出する、二つの方法があります。
本年度の更新対象者は、更新一回目214名と更新二回目145名の360名です。
前者の更新講習会は、平成25年11月10日（日）に、ベルサール九段（東京）にて実施し、258名が受講しま

した。後者の免震工事概要報告書提出での更新者は15名でした。
更新率は、更新一回目が70％・更新二回目が79％と、二回目の更新者のほうが高い数字となりました。
当日のプログラムは、基調講演を、安井建築設計事務所の村松弘治氏が「BIMを活用した免震・制振建築

デザイン」のタイトルで約一時間講演の後、構建設計研究所・中川 理氏が「免震に関する情報の紹介」、ア
ルテス・原田直哉氏が「JSSI免震構造施工標準2013」その後に、本年度より技術委員会/施工部会が作成した「施
工計画書ヒナ型の紹介」を、更新部会の海老原委員長より説明後、講習が終了いたしました。
今年も昨年に引き続き、免震部建築施工管理技術者試験の受験者も564名と多く、高い資格の更新率となっ

ています。
1月6日現在、免震部建築施工管理技術者は、3,758名となりました。

平成25年度免震部建築施工管理技術者更新報告
資格制度委員会

委員長　長橋　純男

主催者挨拶/資格制度委員会 長橋委員長

講習会受講の様子

司会/更新部会　海老原委員長
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免震建物点検技術者の登録有効期間は5年間で、今回7度目の更新を迎えました。資格制度委員会/点
検技術者/更新部会が中心となり、準備を進めてきました。
更新方法は、「会場で講習を受講する」参加学習型と、「免震点検報告書を提出する」実務経験型が
あります。どちらかを選択することができます。
前者の更新講習会は、平成25年11月24日（日）に、東京の砂防会館別館にて行い、217名の方が受
講されました。講演は、普段はあまり触れることのない貴重な内容で、受講者の方も熱心に受講され
ていました。
プログラムは下記の通りです。

後者の免震点検報告書提出者は37名で、更新部会にて書類審査を行い、全員を「更新可」と判定い
たしました。前者の学習参加型による更新手続者217名を含めて、更新率は約75％でした。

平成25年度免震建物点検技術者更新報告
資 格 制 度 委 員 会
委員長　長橋　純男

ブリヂストン　関根氏 受講者の様子
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1　講習会概要
日時：2013年11月1日（金）13:00～ 17:00

会場：食品衛生センター 5階 講堂
（東京都渋谷区神宮前2-6-1）

書籍：パッシブ制振構造設計・施工マニュアル第3版
主催：一般社団法人日本免震構造協会

技術委員会 制振部材品質基準小委員会
一般社団法人日本建築構造技術者協会

2　講習会概要
「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル」は、

2005年に初版、2007年に第2版を発行している。そ
れ以来5年以上を経過したため、第3版として内容の
見直しを行なっている。特に、制振部材の取付け部
に関しては種々の課題が指摘されており、制振ダン
パーの種別を超えて統一的な設計方針を明確にする
必要があることから、全面的に改定している。

「パッシブ制振構造　設計・施工マニュアル第3版」講習会

日本設計
人見 泰義

近年は大都市部における長周期・長時間地震動に
対する応答制御の必要性も高まっており、このよう
な地震動に対する制振ダンパーの性能に関しても言
及している。さらに、設計事例に関してもできる限
り新たな事例を採用しており、技術データシートも
最新の情報に更新している。

3　講義の詳細
はじめに、日本大学 古橋 剛先生より、「最新の制

御構造の傾向とあり方」と題して、ダイナミック・
マスを用いた応答制御を中心に、最近の制振構造の
傾向についての講義があった。
慣性コマに代表されるダイナミック・マスを使う
ことで、1次モードの有効質量が増え、効果的に建
物の応答を減らすことができるようになっている。
理論的には、完全モード制御が可能であり、連結制
振への応用など、最近は、ダイナミックマスを用い
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た事例が増えているとの説明があった。
続いて、応答制御部会品質基準小委員会の木林　
長仁委員長より、マニュアル改定の講義があった。
第3版の主な改定内容は、
①最近の長周期長時間地震動に対する必要性能
②制振部材の取付け部の設計
との説明があった。
長周期長時間地震動を考慮した制振部材の必要性
能としては、最大応答変位の0.7倍の振幅で、10分
間の加振をしても、制振効果が得られる部材性能が
必要であるとのことであった。
取付部の設計に関しても、過去の地震による取付

部の被害事例を示しながら、免震部材に倣い、取付
部の設計手法について記載したとの解説があった。
講演の中で、近年「なんちゃって制振」といわれ

るような、制振部材が取り付けられているものの、
振動低減効果の小さい制振構造があるとの話題提供
があった。制振構造であるならば、制振部材による
エネルギー吸収量が、内部粘性減衰によるものの半
分程度は必要であるとの見解が示された。
続いて、露木氏よりオイルダンパーの講義があっ

た。
オイルは圧縮性が大きく、鋼材の1/100程度の剛

性しか無いため、それがダンパーとしての性能に影
響するとの解説があった。また、通常のオイルは0

度以下になると粘性が強くなるので、特性が変化す
る旨の解説があった。
一方、微振動領域では、摩擦の影響などにより、

最初の剛性が高く、一旦耐力が低下してから再び上
昇する現象が現れるとの解説があった。
続いて、木田氏から粘性ダンパーの講義があった。

粘性体は、使われ方や材質により、特性値が大きく
異なるとの説明があった。詳細は、技術シートによ
るということであった。
休憩をはさみ、三須氏から粘弾性ダンパーについ

ての講義があった。粘弾性体についても、各社で特
性値が異なるため、詳細はデータシートによるとの
ことであった。
続いて、鋼材ダンパーについて、西本氏より講義

があった。LY100については、動的効果により耐力
が上昇するため、注意が必要とのことであった。
次に、摩擦ダンパーについて、澤田氏より講義が

あった。摩擦は水滴等による影響を受けやすいとの
解説があった。

最後に、西村氏と北嶋先生より、設計例（実例）
についての講義があった。
西村氏からは、上町断層による極めて稀を上回る
地震動による影響評価の手法についての解説があっ
た。上町断層の3Bの地震動は70％タイルの大きさと
なっているので、限界状態1（降伏するものの、耐
力はほぼ保たれた状態）以内にあることを示して、
倒壊しないことを目標とするとの解説があった。
また、北嶋先生からは、既存建物のダンパーを用
いた改修についての説明があり、振動測定により補
強前後の周期変化を求め、制振効果を確認している
との説明があった。

4　講習会概要
講習会として77人の参加者があり、制振構造に関
して、関係者の注目が高いことがわかった。
講習会は、盛況のうち終了した。時間の関係上、
質疑の時間は設けられなかったが、質疑は、メール
等で受付て回答がなされるとの説明があった。

写真1　会場内風景

写真2　講義風景（木林委員長）
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1　講習会概要
日時：H25年1月14日（火）　13:30～ 17:00

会場：  工学院大学新宿キャンパス　5階B0563教室
（東京都新宿区西新宿1－24－2）

主催：  一般社団法人日本免震構造協会 技術委員会 

入力地震動小委員会
共催：  一般社団法人日本建築構造技術者協会

JSCA建築構造士登録更新のための評価点対
象講習会

当日100名の参加があり満席となった。

2　講習会の概要
2.1主旨
当協会「入力地震動小委員会」では、最新の強震

動研究の成果や社会動向を踏まえ、免震建築物にお
ける合理的な入力地震動について合意形成を目的と
した活動を行っている。2005年にその成果としての

「免震建築物のための設計用入力地震動作成ガイドライン｣講習会

竹中工務店
浜辺 千佐子

「免震建築物のための設計用入力地震動作成ガイド
ライン」を刊行した。その後も、長周期地震動に関
する知見や、著しく進歩した入力地震動の策定法に
関する技術・研究動向の調査、2011年東北地方太平
洋沖地震などの様々な強震記録の分析等の活動を
行ってきた。このたびそれらの結果を踏まえたガイ
ドラインの見直し作業を行いガイドライン2013年度
版を刊行、本書をテキストに編集委員による改訂部
分の説明を中心とした講習会を開催した。

2.2講習会の概要
1）  趣旨説明：新ガイドライン発行の経緯説明と、
近年の新しい知見として各機関が発表している
地震動予測に関する調査結果や検討内容の紹介
があった。

2）  第2章：設計用入力地震動作成の概要、各種作成
手法として「告示に基づく手法」と「サイト特
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性を考慮する方法（経験的手法、半経験的・理
論的・ハイブリッド手法）」の概要説明と適用範
囲に応じた注意点の説明があった。また上下動
スペクトルや地盤増幅の設定、公開地震波デー
タの活用について説明があった。

3）  第3章：免震建築物計画時に入力地震動作成手法
を用いる上での各種注意事項として、長周期地
震動の検討事例や各機関の取り組みと今後の課
題、断層近傍の地震動の特性や留意点、位相特
性を考慮した模擬地震動作成の動向、長大建物
への位相差入力の検討、地盤増幅の評価に関す
る留意点、上下動および多次元地震動に関する
説明があった。

4）  第4章：サイト特性を考慮した地震動の作成法と
計算事例として、想定東京湾北部地震と1923年
関東地震を対象とした試計算2例の紹介があっ
た。いずれも対象敷地は新宿地点とし、強震動
の計算手法として前者は波数積分法による理論
的手法と統計的グリーン関数法のハイブリッド、
後者は3次元有限差分法を用いたものと波数積分
法によるものを比較検証している。

5）  第5章：国や地方自治体、各団体が公開または販
売している地震動情報、活断層情報、地下構造
情報のデータベースや解析プログラムの紹介が

あった。そのうち（独）防災科学技術研究所がウェ
ブで公開している強震観測網（K－NET）や地震
ハザードステーション（J-SIS）の使い方の紹介
があった。

3　質疑応答、他
Q：  地震動の作成手法により計算波形に差が生じる
ことがあるが、手法選択の判断基準が示される
ことが望ましいが、示される予定はあるか？

A：  今後の委員会活動として、多くの事例検討や建
物応答性状に及ぼす影響をふまえた検討を進め
る予定であるが、現状は明確な判断基準はない。
同じ手法でもパラメータの設定によって結果に
差が出る場合もある。今後の国などの各機関か
ら発表される地震動の大きさも一つの規範とな
る。設計者は各手法の特徴をふまえた上で最適
な手法、パラメータの選択を行ってほしい。
　また曽田早稲田大学教授から、地震動の評価
は建物の実際の応答を踏まえた上で評価する必
要もあるのではないかという提案があり、瀬尾
東京工業大学名誉教授からは、小委員会立ち上
げ時の目標が示され、現状での活動に対して
エールが送られた。

写真1　趣旨説明 写真2　会場内風景
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アイソレータ小委員会

技術委員会・免震部材部会・アイソレータ小委員会（2013年12月）
 委員長 髙山　峯夫 福岡大学
 委　員 青木　　研 株式会社鴻池組
  石田　琢志 戸田建設株式会社
  上田　　栄 日本ピラー工業株式会社
  金子　修平 オイレス工業株式会社
  菊地　隆志 株式会社ブリヂストン
  久次米　薫 株式会社日建設計
  髙坂　隆一 株式会社梓設計
  佐々木頼孝 東洋ゴム化工品株式会社
  清水　秀哲 株式会社安藤・間
  高岡　栄治 鹿島建設株式会社
  中村　佳也 株式会社フジタ　
  味野　朋裕 倉敷化工株式会社
  柳　　勝幸 昭和電線デバイステクノロジー株式会社
  山上　　聡 株式会社奥村組
  吉仲　篤広 THK株式会社

1　はじめに
アイソレータ小委員会では、2012年度から「免震

部材JSSI規格（案）」（以下、JSSI規格）の検討を行っ
ている。現行では、積層ゴムのJISがあり、免震材
料の認定も行われている。しかし、JISは積層ゴム
だけであり、材料認定にも課題がある。そこで、
JSSI規格を作成し、既存の免震部材の性能評価など
を統一することが不可欠であると考えられる。本稿
では、これまでの委員会で検討している内容につい
て報告する。

2　積層ゴムJIS
積層ゴムJISは2011年に制定された1）2）。第一部の

「仕様」編1）には、積層ゴム支承の要求性能が表1の
ように示されている。天然ゴム系積層ゴム（NRB）、
高減衰ゴム系積層ゴム（HDR）、鉛プラグ入り積層
ゴム（LRB）の圧縮特性やせん断特性などがまとめ
られている。せん断特性の依存性においては、剛性
や降伏荷重などの特性値の変動が大きくなってい
る。これは、複数メーカーの特性値を包含した結果
であると想像される。

第2部の「試験方法」編2）では、試験で使用する
試験体について表2のように示されている。試験体
は実大試験体が原則とされているものの、限界性能
試験や動的試験などにおいては、縮小試験体の使用
が認められている。試験では、基本性能の把握、各
種依存性の把握が求められるが、図1に示すように
基準せん断ひずみg0と基準面圧s0を中心とした特性
把握となっている。限界性能の把握では、圧縮限界
強度を求めるようになっているものの、実験をしな
い部分については使用者や設計者の判断によってい
る。
どのような試験体を使って、どこまで性能を確認

すべきなのかについて、検討が必要であると思われ
る。

3　材料認定
平成21年度の基準整備促進事業の報告3）において、

免震部材の技術基準およびその運用における問題点
が以下のように指摘されている。

1.  現在の技術基準においては、限界値を定義した　
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後、性能を評価する範囲を定義するという構成
となっているが、限界値の実験的検討が困難で
ある場合が多く、性能を評価する範囲の位置づ
けが不明確である。

2.  限界変形、引張、繰り返し条件、規定載荷、試
験速度、周期などは、現在の技術基準が制定さ
れた平成12年時点での製造者事情を反映したも
のとなっている。現状を反映させて見直すほか、
設計者の要求品質が反映されたものにする必要
がある。

3.  限界値の定義において「安定した性能」「安全

表1　積層ゴム支承の要求性能

表2　積層ゴム支承の試験体

図1　積層ゴムの性能確認範囲

性能項目 特性 NRB HDR LRB 試験方法
圧縮特性 圧縮剛性 KV 基準値に対する許容差　％ －30以上 JIS K 6410-2の6.2.1

せん断特性a） － 基準値に対する許容差　％ ±20 JIS K 6410-2の6.2.2

せん断特性a）

の各種依存性

面圧依存性b） 基準面圧の値に対する変化
率　　　％ ±30

Kh：±30
heq：－30～＋60

Kd：－40～＋20
Qd：±15

JIS K 6410-2の6.3.2

繰返し数依存性e） 3サイクル目の値に対する変化
率　　　％ －10以上 Kh：－30以上

heq：－20以上
Kd：－10以上
Qd：－30以上 JIS K 6410-2の6.3.4

温度依存性d） 23℃の値に対する変化率
　　　　％ ±20

Kh：－20以上（40℃）
 ＋50以下（0℃）
heq：±20

Kd：±20
Qd：±40

JIS K 6410-2の6.3.5
JIS K 6410-2の附属書JB

せん断ひずみ依存性a） ％ せん断ひずみに応じた値を示す。 JIS K 6410-2の6.3.1

振動数依存性 ％ － JIS K 6410-2の6.3.3

耐久性
せん断特性 初期値に対する変化率　％ ±20以下 Kh：＋20以下

heq：－20以上
Kd：＋20以下
Qd：±5 JIS K 6410-2の6.6.1

せん断限界ひずみ 初期値に対する変化率　％ －20以上
クリープ ％ 10以下 JIS K 6410-2の6.6.2

引張特性 引張降伏応力 MPa せん断ひずみに応じた値を示す。 JIS K 6410-2の6.5

終局特性 圧縮限界応力b） MPa せん断ひずみに応じた値を示す。 JIS K 6410-2の6.4

注 a） せん断特性の性能項目は，NRBでKh，HDRでKh及びheq，並びにLRBでKd及びQdとする（表4参照）。
 b） 面圧は，0.5snom及び2.0snomの値について判定する。
 c） 50サイクル目の値について判定する。
 d） 0℃及び40℃の値について判定する。

特性 試験項目 試験体
圧縮特性 圧縮剛性 実大試験体

せん断特性 せん断剛性
等価減衰定数 実大試験体

引張特性 引張降伏応力 実大試験体又は縮小試験体B

せん断特性の各種依存性

せん断ひずみ依存性 実大試験体又は縮小試験体C

面圧依存性 実大試験体又は縮小試験体C

振動数依存性 縮小試験体A

繰返し数依存性 実大試験体又は縮小試験体B

温度依存性 実大試験体A又はSBS

終局特性 せん断限界ひずみ 実大試験体又は縮小試験体B

圧縮限界応力 実大試験体又は縮小試験体B

耐久性 熱老化特性 縮小試験体A

クリープ 縮小試験体A

縮小試験体A： 円形断面の場合は，直径150mm以上の縮小試験体とする。
 角形断面の場合は，一辺の長さ100mm以上の縮小試験体とする。
 各場合とも，ゴム一層厚さは1.0mm以上とする。
   外径が250mm以下のものは，JIS K 6410-1の6.2（フランジ，連結鋼板及び中間鋼板に

用いる材料）に規定する鋼材以外を用いてもよい。
縮小試験体B： 円形断面の場合は，直径450mm以上，寸法縮尺率1/2以上の縮小試験体とする。
 角形断面の場合は，一辺の長さ400mm以上，寸法縮尺率1/2以上の縮小試験体とする。
 各場合とも，ゴム一層厚さは2.5mm以上とする。
縮小試験体C： 円形断面の場合は，直径800mm以上，縮尺率1/2以上の縮小試験体とする。
 角形断面の場合は，一辺の長さ750mm以上，寸法縮尺率1/2以上の縮小試験体とする。
 各場合とも，ゴム一層厚さは4.4mm以上とする。
SBS：附属書JBに規定するせん断試験片を表し，NRB又はHDRに対して用いることができる。
縮小試験体の中間鋼板の厚さ：  寸法縮尺率に合せることが困難な場合は，特性への影響を考慮して

定めるものとする。
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に支持できる」などの表現が用いられており、
その意味するところがあいまいである。

4.  縮小モデル、必要試験体数などについて、具体
的、定量的な記述がない。現状、免震構造協会
「免震部材標準品リスト2005」巻末資料を拠り
所に運用している。

5.  基準面圧の設定に上限を定めることが望まし
い。取付構造材の強度等を考慮した制限値が示
されるべきである。

6.  各材料の品質を評価する測定方法として、規定
変形の選択の幅が広すぎる。

7.  各材料の品質の変化率を評価する試験方法の規
定に、免震材料の種別による粗密（項目抜け）
があり、性能を評価する上で充分ではない。

8.  面圧による性能の変化の把握が充分でない。
9.  具体的な測定方法の設定は、各製造者の裁量に
よる部分があり、複数の材料を相対比較する際
に公平な測定方法となっているかどうか不明で
ある。

10.  新たな課題として、エネルギー吸収性能の把握
を求めることが必要である。

11.  各材料の品質を評価する測定方法は、水平一方
向の変形試験によっており、水平二方向変形に
よる特性が反映されない。

12.  本来、実大試験体による実速度試験が行われる
ことを原則とすべきであり、縮小体による試験
は便法にすぎない。大型の免震材料に対する社
会的要請は顕在化しており、製造者が保有する
試験機のみで対応する仕組みには限界がある。

13.  新しいタイプの材料が開発された場合に、即応
できる仕組みになっていない。

14.  免震材料の検査において、どの程度の抜き取り
率を採用すべきかの判断基準がない。

これらの課題はいまだ解決されていない。基準や
制度が整備されることで、免震部材の品質や性能は
向上していくものの、それには限界がある。すべて
の検査項目を基準に盛り込むことはできず、新しい
免震部材や性能基準への対応も後手にまわるからで
ある。免震部材の品質や性能を向上させるには使用
者・設計者の関与が欠かせない。

4　JSSI規格
本委員会で検討しているJSSI規格には、上記の課

題を少しでも改善するために、下記の3項目を含め
る必要があると考えている。

①性能明示
・製品の性能（特性値、ばらつきなど）を明らか
にする。
・ただし、製品の特性値は，変形・面圧・速度・
繰り返し数・温度などの影響を受ける。さらに、
それぞれの影響因子が複雑に関係しているた
め、性能を容易に理解できない。各因子の相互
依存関係をわかりやすく明示する方法（3次元
グラフ化など）を検討すべきではないか。
・表1に示す積層ゴムと同じように、すべり支承
について要求性能をまとめようとしたものの、
メーカーごとのばらつきに差がありすぎて、横
並びでの評価が難しいという課題もある。同程
度の摩擦係数であっても、素材や配合の違い、
すべり材の取り付け方法、試験装置の差などが
影響していると思われる。

②性能評価
・製品の性能を確認する試験法を規定する。
・これまでも基本特性試験、各種依存性試験、限
界性能試験などが規定されているものの、試験
装置の性能に依存して、実大・実変位・実速度
での試験は難しくなっている。現実的に実施可
能な試験体や試験条件にならざるを得ない。
・問題は、わが国に実大・動的の試験ができる加
力装置がないことである。米国カリフォルニア
大学サンディエゴ校には、圧縮荷重5300ton、
水平変形±1.2m（短軸±0.6m）、最大速度
180cm/sの試験装置がある。イスタンブール工
科大学でも同様の試験装置を設置することを検
討している。欧米は実大・動的試験装置を導入
して、実挙動に近い性能の評価を行っている。

③性能確保
・製品の性能を検証する出荷試験の方法を示す。
・出荷試験では、それほど大きな変形を与えずに
基本性能だけを、基本的に全数の製品で確認し
ている。積層ゴムではせん断ひずみ100％での
検査が一般的であるものの、この変形で十分と
判断する根拠はあるのか。設計で想定する変形
に近いところまで試験をする必要はないのか。
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・出荷試験は抜き取り試験でも実施できるように
なっている。しかし、特性値の統計データがな
いために、適切な抜き取り率の設定などができ
ない。全数検査が不要だということではないが、
異なるメーカーの製品を一つの建物に使う場
合、試験装置の差違などはどうやって検証する
のだろうか。また、免震構造がもっと普及した
ときに製品検査が間に合わなくなってしまうと
いう問題を克服するために基礎データの収集は
不可欠だろう。

・限界性能などの確保はどうなっているか。欧米
ではプロトタイプ試験として、実大製品の限界
性能の確認をすることを義務づけている。

いずれも一筋縄ではいきそうにないが、これから
の免震構造の発展を考えれば、一つでも解決してい
くべきだと思われる。

5　おわりに
JSSI規格ができるまでには、まだ時間がかかりそ

うだ。JSSI規格が必要だという声が使用者・設計者

らからあまり聞こえてこない。これは裏を返せば、
現状で問題がない（？）ということかもしれない。
しかし、現状で満足していては、技術の進展は遅く
なる。「あるべき姿」に向かって歩むことが必要で
あろう。
最後に、世界で一番免震技術が進歩し、多くの免

震建物が建設されているにもかかわらず、免震部材
の実大動的試験装置がないのは恥ずかしい。JISや
材料認定などでも、試験体のサイズや相似則への配
慮をしなくていいように、実大動的試験装置をわが
国に設置したいものである。

（文責：髙山 峯夫）

参考文献

1）建築免震用積層ゴム支承－第1部：仕様　JIS	K	6410-1:2011（平成

23年8月制定）

2）建築免震用積層ゴム支承－第2部：試験方法　JIS	K	6410-2:2011（平

成23年8月制定）

3）平成21年度建築基準整備促進補助事業「12　免震建築物の基準の整

備に資する検討」報告書、平成22年3月
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制振部材取付け部の設計における留意点

技術委員会・応答制御部会・制振部材品質基準小委員会（2013年12月現在）
 委員長 木林　長仁 一般財団法人日本建築センター
 幹　事 辻　　泰一 鹿島建設株式会社
 委　員 浅岡　泰彦 株式会社大林組
  猪口　敏一 カヤバ システム マシナリー株式会社
  大畑　勝人 株式会社竹中工務店
  亀井　俊明 カヤバ システム マシナリー株式会社
  木田　英範 株式会社免制震ディバイス
  北嶋　圭二 日本大学
  木村　雄一 大成建設株式会社
  小林　利和 スターツCAM株式会社
  澤田　　毅 オイレス工業株式会社
  對比地健一 株式会社東京建築研究所
  所　　　健 住友スリーエム株式会社
  中島　秀雄 清水建設株式会社
  西本　晃治 新日鉄住金エンジニアリング株式会社
  舟木　秀尊 株式会社奥村組
  三須　基規 昭和電線デバイステクノロジー株式会社

1　はじめに
制振構造を設計する上で、制振ダンパーに関する

構造計画も重要であるが、主架構への制振部材の取
付け部に関する設計ディテールも重要となる。制振
ダンパーそのものは規格品として工場で製作されて
建設現場に納入されるが、その取付け部は通常の建
築構造部材と同様に建物毎にそのディテールは異な
り、現場において組み立てられる。このため、品質
管理上の問題点は取付け部に集中しやすい。
制振構造の歴史は浅いため、類似のディテールを

有する耐震構造の過去の地震時被害事例写真を示す
ことにより、最悪の場合の被害イメージをより具体
的に把握できるように配慮している。
なお、本報告の内容は文献1）に示す報告を要約

したものであり、さらに追加した検討結果とともに
内容を充実させて、2013年11月1日発行の「パッシ
ブ制振構造設計・施工マニュアル」第3版2）の第12

章にまとめられているので、参照されたい。

2　設計上の留意事項一覧
（1）	制振ダンパーの減衰抵抗力
制振部材の取付け部設計時に考慮する各種の制振

ダンパーの減衰抵抗力は、原則として性能限界時の
減衰抵抗力を採用することが望ましい。表1、2には
制振ダンパーの種別毎に性能限界時の減衰抵抗力の
概要を示す2）。

（2）	制振構造の設計応力
制振構造の場合、減衰力項から算出される速度依

存型ダンパーの減衰抵抗力は、復元力項から算出さ
れる主架構設計応力と位相差があるため、同時性が
ないことに留意する必要がある。したがって、主架
構の最大負担層せん断力は、地震応答解析結果の最
大層せん断力から制振ダンパーの最大負担層せん断
力を差し引いたものとは必ずしも一致しない。特に、
制振ダンパーが速度依存型の場合、主架構の設計応
力として、制振ダンパーの負担層せん断力分を別途
考慮し、主架構の負担層せん断力による応力と組み
合わせる必要がある〔表3〕。また、制振ダンパーの
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負担層せん断力は、主架構の下層へ応力伝達される
ことを考慮する必要がある。

（3）	主架構の柱-梁部材
（a）	取付け部材の配置と応力伝達
柱-梁部材への制振ダンパーの取り付け部材は、

原則として偏心の生じないディテールとする〔表4

（1）〕。偏心がある場合は、偏心による付加応力を考
慮する必要がある。
シアリンクK形配置等で制振ダンパー反力が大梁

に伝達される場合は、大梁設計応力に軸力を考慮す
る必要がある〔表4（2）〕。また、制振ダンパー反力

表1　制振ダンパーの減衰抵抗力の概念図

表2　制振ダンパーの性能限界時における減衰抵抗力

表3　制振構造の設計応力の留意事項
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がS造大梁中央部に伝達される場合は、これ等の検討
とともに、大梁ウェブパネルの軸力およびせん断力
による座屈安定性の検討が必要となる〔表4（2）〕4）、5）。
さらに、このような場合には構面外方向の制振ダ

ンパー反力を考慮して、S造大梁下フランジの横方
向変形を拘束することも必要となる〔表4（3）、図1〕。

（b）	主架構部材の安定性と応力伝達
S造主架構柱-梁部材の板要素の局部変形（箱形断

面のPL面外曲げ変形、開断面の突出PLの面外変形）
を生じないようなディテールが必要となる〔表5（1）〕3）。
また、G.PLから伝達される応力に対し、柱-梁部材
板要素の応力度を許容応力度以下に留める必要があ
る3）。

RC造主架構柱-梁部材の場合は、制振ダンパー取
付け部からの局部的な応力（支圧応力、アンカーボ
ルト引張力、せん断力、捩れ応力等）に対し、主架
構応力と組み合わせても損傷を生じないようにしな
ければならない〔表5（3）〕。
何れの場合も、直交方向地震力に伴う制振ダン

パーの構面外方向反力を考慮する必要がある〔表5

（2）〕。

表4　主架構の柱-梁部材の留意事項

図1　制振ダンパーの構面外変形に伴う主架構部材への反力例

表5　主架構の柱-梁部材板要素の留意事項
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（c）	既存主架構の場合
既存主架構に制振ダンパーを取付ける場合に、や

むを得ず偏心を生じる場合は、偏心に伴う付加応力
や制振ダンパー取付け部の剛性低下等の影響を考慮
して、制振効果や主架構応力を評価しなければなら
ない。
制振ダンパー取付け部からの伝達応力により既存

主架構部材の板要素に局部変形を生じないような
ディテールとし、原則として許容応力度以下に留め
ることが望ましい。また、直交方向地震力に伴う制
振ダンパーの構面外方向反力を考慮する必要があ
る。

（4）	主架構の水平構面床スラブ
床面吹き抜け部等がある場合は、制振ダンパー反

力を含めた水平力の伝達に関する検討が必要となる
が〔表6（1）〕、吹き抜け部がない場合でも、制振ダ
ンパーを有する構面へ水平構面床スラブを介して大
きな水平力移動が生じるような場合は、検討するこ
とが望ましい。
床スラブにより水平力を伝達させる場合は、コン

クリートのせん断ひび割れ強度tcrを超えないように
配慮する〔表6（2）〕。また、せん断ひび割れ強度を
超える場合は、床スラブの面内せん断剛性を低下さ
せて、応力伝達性状を検討する必要がある。これは、
表6（2）に示すように、床スラブのせん断応力度が
ひび割れ強度を超えると大きく剛性が低下するため
である。
また、床スラブを支持する付帯小梁・大梁には付

加曲げモーメント（両端固定：DM＝Qs
＊LH/2、片側

端固定：DM＝Qs
＊LH）による軸力（Ns＝DM/ Ls）が

発生するため、軸力を考慮する必要がある〔表6（3）〕。
付帯梁と床スラブの応力伝達部（スタッドボルト等）
の応力を許容応力度以下に留めなければならない。
さらに、床スラブの付帯梁上での主筋定着部のディ
テール（上端筋の付帯梁への応力伝達、下端筋の定
着等）に配慮しなければならない。

（5）	制振部材取付け接合部
（a）	設計方針
制振ダンパーの性能限界時の減衰抵抗力に対し

て、制振部材取付け部を塑性化させないことが重要
となる〔図7（1）〕。また、取付け部では偏心を避け、
座屈や面外変形を生じることなく応力伝達が十分可
能なディテールとする必要がある。当然のことなが
ら、取り付け部の断面検討にあたっては、ボルト孔
欠損等の有効断面性能を考慮した設計を行なわなけ
ればならない3）、4）、5）。
さらに、直交方向地震時の制振ダンパー構面外方

向反力・変形を考慮する必要もある。また、制振ダ
ンパーの将来の取替えを考慮したディテールも場合
によっては必要となる。

（b）	G.PL応力伝達と面外安定性
柱-梁部材への応力伝達が十分可能なディテール

とする〔表7（1）〕。特に、十字型G.PLの場合、直交
PLの応力を面内G.PLあるいは柱-梁への応力伝達が
十分可能なディテールとする。また、G.PLと柱-梁
部材の板厚に関しては、G.PL伝達応力に対し十分に
抵抗できる板厚を確保するとともに、溶接接合部で

表6　床水平構面の留意事項
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は柱-梁仕口部等の溶接線と干渉しない溶接計画が
必要となる。

G.PLのせん断応力度を検討する場合に、プレート
単独では長方形断面のため最大せん断応力度tmaxは
平均せん断応力度taveの1.5倍になることから、フラ
ンジプレートを設置することによりほぼ平均せん断
応力度になるような配慮を行うことも多い。
さらに、G.PLや柱-梁部材の板要素が制振ダンパー

の構面外反力等によって、座屈や面外変形を生じな
いディテールとしなければならない〔図1、表7（2）〕。
特に、G.PL単独での構面外変形を抑制するために、
サイドスティフナーやフィンスティフナー等を設け
ることも有効である5）〔図2〕。

（c）	接合部
引張ボルト接合部ではテコ反力を含めて、取り付

けプレートが面外方向に局部変形しないように配慮
する必要がある〔表7（3）〕5）。また、アンカーボル
ト長さが長い場合は、ボルト伸びを考慮した検討が
必要となる。

RC造主架構への接合部では、接合部応力を主架

構RC部材に十分に伝達できるディテールとする（支
圧力、アンカーボルト引張力、せん断力、捩れ応力
等）。

（d）	既存主架構に制振ダンパーが取付く場合
既存大梁に制振ダンパーが取付く場合は、梁断面

全体としての断面応力度の検討に加えて、局所的に
ウェブパネル等に加わる軸力＋せん断力に対する局
部座屈の検討等も必要であり、原則として塑性化さ
せない接合ディテールとし、場合によっては補強を
行う必要もでてくる。
また、制振ダンパーが既存主架構の軸心と偏心し

て取付く場合は、取付け部では偏心に伴う付加応力
の影響を考慮し、応力伝達が可能なディテールとす
る必要がある。
既存部材に新設の取付け部材や補強部材を溶接接

合する場合は、既存溶接線と干渉しない溶接計画と
し、溶接部に存在する既存の耐火被覆や防錆塗装を
撤去して不純物を巻き込まないように清掃を行うと
ともに、既存溶接部に損傷が無いかを確認する必要
がある。

表7　取付け部詳細の留意事項

図2　G.PLの構面外変形の抑制対策
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（6）	屋上階設置TMD等の地震時対策
屋上階等に設置されるTMD等では、建物重量に

比べて装置重量比が非常に小さいため、地震時水平
力が大きく増幅されること等を考慮して設計用水平
力を設定する必要がある。当該部の地震時水平力（水
平震度KT）は、慣用値の水平震度1.0を大きく上回
る可能性が高いので、注意が必要である〔図3〕。

地震時にTMD装置等を停止させる機構を有する
場合、ストッパー部の破壊や装置脱落等を防止する
必要がある。また、バッファータイプのストッパー

の場合、動的な繰り返し変形に対するストッパー機
能の検討が必要である。

3　まとめ
制振構造のように振動エネルギー消散部材によっ

て構造安全性を確保する構造物の大地震時における
制振効果を広範囲にわたって検証した事例は少ない
ため、類似の取付けディテールを有する耐震構造の
過去の被害事例を参考とすることにより、制振部材
取付け部の設計上の留意点をまとめた。
これらの検討結果は、文献2）に、「第12章 制振

ダンパー取付け部の設計」として検討内容を追加し
て詳細にまとめている。

参考文献

1）日本免震構造協会編、「第6回技術報告会梗概集」、2012年5月、P.207〜

214

2）日本免震構造協会編、「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル第3版」、

2013年11月

3）日本建築学会編、「鋼構造設計規準-許容応力度設計法-（2005年版）」、

丸善出版、2007年7月.

4）日本建築学会編、「鋼構造座屈設計指針（1996年版）」、丸善出版、	

2000年2月.

5）日本建築学会編、「鋼構造接合部設計指針（2012年版）」、丸善出版、	

2012年7月

図3　屋上階設置TMD等の地震時水平力
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日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、
性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。
ここに掲載した性能評価及び評定完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価及び評定を完了し、

申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容 
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建築
材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免震構
造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲 
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令第
59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60mを超える
超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料の建築材料の性能評価

◇業務区域
日本全域とします。

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分） 原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員
 構造性能評価委員会 材料性能評価委員会
 委員長 和田　章 （東京工業大学） 委員長 髙山　峯夫 （福岡大学）
 副委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 副委員長 曽田五月也 （早稲田大学）
  山崎　真司 （東京電機大学） 委員 田村　和夫 （千葉工業大学）
 委員 小山　信 （建築研究所）  西村　功 （東京都市大学）
  島﨑　和司 （神奈川大学）  山崎　真司 （東京電機大学）
  瀬尾　和大 （東京工業大学）    

  曽田五月也 （早稲田大学）    

  田才　晃 （横浜国立大学）    

  中井　正一 （千葉大学）    

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
　URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価及び評定業務



79国内の免震建物一覧表

国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　　FAX:03-5775-5434　E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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（2013.10.1～2013.12.31）

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は10/8、12/17に開
催された。上半期の収支、創立
20周年事業の進捗状況、免震部
建築施工監理技術者の登録状況、
講習会の実施状況等を確認した。
近未来問題検討委員会からの問
題提起は、関連委員会にて対応
を検討してもらうこととした。
会員制度および倫理規定につい
ては、引き続き会務ワーキング
で検討することとした。

技術委員会
委員長　北村　春幸

免震設計部会では、積層ゴム
のフランジと免震基礎をつなぐ
ベースプレートの設計法を検討
する積層ゴムのベースプレート
WGがスタートした。WGでは、
最近、用いられている種々のベー
スプレートを対象に、伝えるべ
き応力とその伝達機構を整理し
て、設計法を提示することが目
的とされている。社会の免震構
造への信頼に応えるべく、免震
部材からその周辺部を含めて、安
心できる免震構造とするための
努力を続けていきたい。

免震設計部会
委員長　藤森　智

●設計小委員会
委員長　藤森　智

津波避難ビルガイドラインに
示されたRC造とS造建物を免震構
造に変更し、各種免震デバイス
毎の許容津波荷重を算出した。
また津波に対する各種免震デバ
イスの適性調査を行うと共に、許

容変形量を超える場合のフェー
ルセーフ機構の検討を進めるこ
ととした。さらに接合部指針に
ついては、積層ゴム支承のフラ
ンジプレート厚さの影響等を今
後の検討課題とすることにした。

●入力地震動小委員会
委員長　久田　嘉章

2013年11月20日に第82回入力
地震動小委員会を開催した。「免
震建築物のための設計用入力地
震動作成ガイドライン」の刊行
と2014年1月14日に開催する講習
会の確認、および新規の活動方
針の審議を行った。

●設計支援ソフト小委員会
委員長　酒井　直己

免震層の簡易風応答評価方法
のExcel版解析ソフト」の作成を
完了し、操作マニュアル及び注
意事項等を添えてJSSIのHPから
ダウンロード出来るように最後
の調整を行っている。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

「免震建築物の耐風設計指針」
の普及・更なる情報の蓄積・更
新という観点を踏まえて、東京
工芸大学風工学共同研究拠点の
「特定研究課題：構造部材の強風
による累積疲労損傷評価法に関
する研究」に参加することとし、
2月19日に第1回の研究集会を開
催する予定。

施工部会
委員長　原田　直哉

昨年、JSSI免震構造施工標準
2013を刊行し、秋の免震部建築
施工管理技術者講習および更新
講習テキストに採用されたが、更
新講習においては、免震工事施

工計画書（雛型）、QC工程管理シー
ト（事例）を配布した。現在、部
会開催は休止、今後、活動項目
の検討からスタートする予定。

免震部材部会
委員長　髙山　峯夫

●アイソレータ小委員会
委員長　髙山　峯夫

アイソレータ小委員会では、積
層ゴムやすべり・転がり支承の
規格案について引き続き議論を
している。規格案の作成にはま
だ時間がかかると思われるもの
の、この規格により設計者、製
造者、施工者の間に免震部材の
性能に関する共通の認識ができ
るようなものを目指したい。

●ダンパー小委員会
委員長　荻野　伸行

東北地方太平洋沖地震におけ
る応答制御建築物調査委員会の
鋼材ダンパー及び鉛ダンパーの
変状対策については、概ね追加
実験が完了しつつあり、報告書
の作成作業を平行して実施して
いる。また、防耐火部会（オイ
ルダンパー耐火性能WG）で検討
しているオイルダンパーの火災
時挙動については、実機免震用
オイルダンパーの燃焼試験の計
画を検討中である。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

パッシブ制振評価小委員会
委員長　笠井　和彦

制振部材品質基準小委員会
委員長　木林　長仁

「パッシブ制振構造の設計施工
マニュアル」の第3版出版に向け
た活動を10/18（11名）に、オイ
ルダンパー性能に関する活動を
11/29（10名）に行った。11月1日

委 員 会 の 動 き
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（金）に第3版出版記念講習会を
開催し、約80名の参加者を得た。
基調講演としての日本大学・古
橋剛教授のご講演の後、制振部
材取付け部の留意事項、設計事
例および技術データシート等の
更新部分の説明を行い、さらに
各種制振ダンパーの概要説明を
行った。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

免震装置の耐火構造認定追加
に関する条件についての検討を
継続。オイルダンパーの耐火性
についての確認実験の検討の実
施。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

普及委員会では活動方法、内
容の見直しを始めている。広報
の対象を拡大するために建築の
技術にこれからかかわるであろ
う学生や建築士を目指す年代の
方を対象にすることや活動の
ツールの見直しを検討している。
既に昨年末から起振車（スター
ツCAM（株）協力）による地震
動の実体験を学生を対象に開始
している。

教育普及部会
委員長　前林　和彦

新メンバー 2名を加え、本年度
の活動の総括と来年度の活動に
ついて意見交換を行った。来年
度の活動として、教育普及の対
象を学生や会員以外の一般へも
拡大する企画を充実させる必要
があるなどの意見が出された。
今後、普及委員会運営幹事会の
方針なども踏まえて詳細を決め
ていくことになった。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議を10月30

日（水）に開催した。11月25日（月） 
発行予定の会誌82号の進行状況
の確認、次の83号の内容及び執
筆依頼について検討した。
免震協会20周年記念事業の第3

回見学・講演会が2014年5月に開
催予定である事などが報告され
た。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

12月5日に第35回委員会を開催
した。活動テーマ「免震構造の
事業継続性における有効性など
に関する知見をまとめ、HPを通
じて発信する」のそれぞれの項
目について引続き討議した。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

中国、ロシア、イタリア、ト
ルコなど、免震・制振技術の適
用は国際的な広がりを見せてい
る。いまや日本の免震・制振技
術が世界の最先端だとは、必ず
しも言えない状況にある。見方
を返れば、日本の免震・制振技
術を世界に普及する絶好の機会
とも言える。国際委員会では、海
外への情報発信と海外からの情
報収集、国際シンポジウム等の
開催を通じた海外の研究者や技
術者との交流を積極的に推進し
ていきたいと考えている。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会（運営幹事会
及び6部会で構成）は、当協会が
認定する「免震部建築施工管理
技術者」および「免震建物点検
技術者」の資格に関わる講習・

試験及び更新講習会（毎年度計4

回）の実施、及びその合否判定
の事業を担当している。このう
ち当該期間には下記の3講習・試
験を滞りなく実施した。

10月13日（日）　第14回免震部
建築施工管理技術者講習・試験 

（受験者564名、合格者470名）
11月10日（日）　第9回免震部
建築施工管理技術者更新講習会 

（受講更新者258名、「免震工事概
要報告書」提出  更新者15名、当
該年度対象更新率74％）

11月24日（日）　第7回免震建
物点検技術者更新講習会 （更新者
259名、当該年度対象更新率75％）
また、10月31日（木）及び12

月16日（月）に運営幹事会を開
催し、下記の講習・試験につい
て諸準備・確認を行った。

1月25日（土）　第12回免震建
物点検技術者講習・試験 （会場：
東京・砂防会館、受験予定者219

名）

原子力関係施設免震構造委員会
委員長　北山　和宏

2013年12月9日 に2013年 度 第2

回委員会を電力中央研究所（我
孫子）にて開催した。本委員会
調査報告書の公開版の原案が小
委員会（主査：菊地優・北海道
大学教授）によって提示され、各
章の内容について審議した。公
開版の構成は以下の通りである。
第1章：はじめに
第2章：既往知見の調査
第3章：  施工・維持管理に関する

検討
第4章：要求性能に関する検討
第5章：設計手法に関する検討
第6章：まとめ
付録1～7。
審議の結果、内容についてお
おむね了承された。なお公開版
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の読者として、原子力施設の設
計や免震構造の設計にある程度
の知識を有する方を想定してい
る。

記念事業委員会
委員長　井上　範夫

20周年記念事業の一環である
第2回見学講演会が、10月18日に
大阪の中之島フェスティバルタ
ワーで開催された。当日は関係
者を含め、東北から九州まで51

名の参加があった。施設見学終
了後に、神戸大学藤谷教授より
「免震構造のセミアクティブ制御
とリアルタイム・ハイブリッド
実験」と題する講演があった。
詳細は会誌11月号を参照された
い。第3回は、2014年5月頃を予
定しているが、詳細は未定であ
り、決まり次第お知らせするこ
とになっている。

9月に開催された国際会議の決
算報告が行われ、無事、予算の
範囲内に収まったことが報告さ
れた。なお、参加者は最終的に
212名となり、うち海外より60名
であった。

20周年記念学生アイデアコン
ペは、11月22日に登録締め切り
となるが、ある程度応募があっ
たもののさらなる追加が望まし
いので締め切りを延長すること
とした。
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委員会活動報告（2013.10.1 〜 2013.12.31）

日付 委員会名 開催場所 人数

10月1日 運営委員会/会務WG 事務局会議室 5
10月1日 技術委員会/施工部会 建築家会館3F大会議室 10
10月4日 『設計者のための免震・制震構造ハンドブック』編集委員会 事務局会議室 10
10月8日 運営委員会 〃 13
10月8日 資格制度委員会/点検技術者試験部会 〃 2
10月10日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 13
10月15日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 〃 9
10月15日 表彰委員会 建築家会館3F大会議室 8
10月16日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 7
10月18日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 事務局会議室 11
10月22日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F大会議室 6
10月24日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 〃 8
10月25日 原子力関係施設免震構造委員会/小委員会 事務局会議室 16
10月28日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 7
10月28日 資格制度委員会/施工管理技術者審査部会 建築家会館3F小会議室 5
10月28日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 事務局会議室 7
10月29日 技術委員会/防耐火部会 建築家会館1F大ホール 16
10月29日 資格制度委員会/施工管理技術者更新部会 事務局会議室 6
10月29日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 建築家会館3F大会議室 12
10月30日 普及委員会/出版部会/「MENSHIN」82号編集WG 事務局会議室 4
10月30日 普及委員会/出版部会 〃 12
10月31日 資格制度委員会/運営幹事会 〃 8
10月31日 運営委員会/会務WG 建築家会館3F小会議室 5
11月1日 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 事務局会議室 7
11月5日 技術委員会/積層ゴムのベースプレートWG 〃 7
11月7日 高強度ボルト接合委員会 〃 8
11月13日 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/LRB小振幅多数回繰返しWG 〃 9
11月20日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 建築家会館3F大会議室 16
11月21日 記念事業委員会 事務局会議室 9
11月25日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 〃 9
11月25日 普及委員会/運営幹事会 〃 8
11月27日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 9
11月29日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 8
11月29日 技術委員会/耐風設計部会 建築家会館3F小会議室 6
11月29日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 事務局会議室 9
12月2日 運営委員会/会務WG 〃 5
12月3日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 6
12月4日 普及委員会/教育普及部会 〃 10
12月5日 普及委員会/社会環境部会 〃 6
12月6日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 〃 13
12月9日 原子力関係施設免震構造委員会 電力中央研究所	集会室 25
12月9日 技術委員会/防耐火部会 事務局会議室 14
12月10日 技術委員会/積層ゴムのベースプレートWG 〃 13
12月16日 資格制度委員会/運営幹事会 〃 8
12月17日 運営委員会 〃 11
12月27日 表彰委員会 建築家会館3F大会議室 8
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入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

一般社団法人 日本免震構造協会 事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434

E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）

300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口

10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

一般社団法人 日本免震構造協会 事務局（平日9:30～18:00）

TEL：03-5775-5432　FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

ください。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、入会通

知書・請求書等を同封します。

一般社団法人 日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

 

２．代表者／第１種正会員の場合

下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関係加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

代表者／賛助会員の場合

賛助会員につきましては、代表権者及び指定代理人の□ 欄は記入不要です。

代表権をもっていない方をご登録いただいても構いません。例えば担当者の上司等

入れて下さい
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1. 免震建物  2. 制震建物  3. 非免制震（番号をご記入ください）

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：コンサルタント

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料 ｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

｛4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　） c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b.土木　c.エンジニアリング　d.その他（ ）

a.不動産　b.商社　c.事業団　d.その他（ ）

*会員コード

*入会承認日
*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

一般社団法人 日本免震構造協会 入会申込書

担当者が勤務している事務所の建物
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一般社団法人 日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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一般社団法人 日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　一般社団法人 日本免震構造協会 事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容 （名刺を拡大コピーして、貼っていただいても結構です）
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3/13	 理事会（明治記念館）

3/18	 「学生アイデアコンペ審査」/創立20周年記念事業

日 月 火 水 木 金 土
2
9
16
23
30

3
10
17
24
31

4
11
18
25

5
12
19
26

6
13
20
27

7
14
21
28

1
8
15
22
29

5月
5/中旬	 監事監査（協会会議室）

5/中旬	 理事会（明治記念館）

	

5/26	 会誌「MENSHIN」NO.84発行

5/下旬	 記者懇談会（協会会議室）

日 月 火 水 木 金 土
1
8
15
22
29

2
9
16
23/30

3
10
17
24/31

4
11
18
25

5
12
19
26

6
13
20
27

7
14
21
28

3月

日 月 火 水 木 金 土
1
8
15
22
29

2
9
16
23
30

3
10
17
24

4
11
18
25

5
12
19
26

6
13
20
27

7
14
21
28

4月

は、行事予定日など行事予定表（2013年3月〜 2013年5月）
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I n f o r m a t i o n

2014年 新年賀詞交歓会報告

当協会は、1月16日（木）午後6時より、東京・元
赤坂の明治記念館・若竹の間にて新年賀詞交歓会を
開催しました。今回は、来賓・会員あわせて125人
が出席し、新年を祝いました。
はじめに、西川会長より「昨年6月に、本協会は創
立20周年を迎え、今年9月には記念式典を計画して
いる。昨年9月には、記念事業の一環として、東北
大学にて“第13回世界免震・制振会議”を開催した。
世界14ヶ国から専門家が出席し、そこでの活発な
議論の中で、日本の免震技術に対する期待が高いこ
とを改めて実感することができた。今後も、積極的
な技術交流を行っていく必要があり、そういった活
動を通じて、国際交流を進めることが、ひいては建
築界のビジネスチャンスにも繋がっていくと考えて
いる。また、最近免震・制振構造の建築物が増えて
いるが、それらの健全な普及についても積極的に取
り組んでいきたい。」と、挨拶しました。
つづいて、来賓の国土交通省住宅局建築指導課 建
築物防災対策室 石崎 和志室長が挨拶され、一般社
団法人日本建築構造技術者協会 金箱温春会長が、
乾杯の音頭をとって、歓談に入り、和やかな雰囲気
の中、歓談の輪があちらこちらで見受けられました。
深澤副会長の中締めにより、午後7時45分に盛会裏
にお開きとなりました。
今年もお料理が好評でした。完食です！
はじめてのことです。明治記念館の大宮料理長以下
調理スタッフの皆さんのおかげです。次回も楽しみ
にしております。

一般社団法人日本免震構造協会
事務局長　佐賀　優子

あいさつする西川会長

あいさつする国土交通省　石崎室長

乾杯の音頭　日本建築構造技術者協会　金箱会長

中締め　深澤副会長

会場内の様子
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I n f o r m a t i o n

一般社団法人

1,200部／回

※原稿・フィルム代は、別途掲載者負担となります。
※通年掲載の場合は、20％引きとなります。正会員以外は年間契約は出来ません。

当協会にご一任下さい。
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雪が降り積もる東京で都知事選挙が行われ、「脱原
発」のワンイシューで挑んだ細川護煕氏は「防災」・「オ
リンピック」・「福祉」等マルチイシューで臨んだ舛添
要一氏に敗れる結果となったと報道されていた。イ
シューとは課題・論点等の意味として使われると思わ
れるが、そもそも「免震構造」は人命・建物・機能保全・
防災等のマルチイシューに対応した構造であり、東日
本大震災の時も実証されており、今後も幅広く採用さ
れていくと思われる。
東日本大震災では、免震・制振建物がその効果を十

分に発揮しましたが、いくつかの課題も見えてきまし
た。免震エキスパンションの損傷の発生、巨大地震に

よる長周期地震動に対する対策等が挙げられます。今
号では免震エキスパンションガイドラインが作成され
た事、設計用入力地震動作成ガイドラインも作成され、
長周期地震動の検討も進んでいる事等が紹介されてお
り、課題解決への取組が見られます。
免震建築訪問で、竣工後25年以上経過した免震建物

で適切な維持管理がなされ、東日本大震災時にも機能
維持が十分発揮された「物質・材料研究機構並木地区
無振動特殊実験棟」を訪問取材した今回の編集WGは、
加藤（巨）、小山、斎藤、酒井、千馬、竹内さんの6名
の方々でした。御苦労様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記

～ 免 震 構 造 の 魅 力 ～

大地震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込）： 会　員 ￥2,000
非会員 ￥2,500
アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

販 　 売 ： Taylor & Francis

［日本語版］
価格（税込）： 会　員 ￥1,500

非会員 ￥2,000
アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Francis社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）
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発行年月内　　　　容タイトル

免震部材の接合部・取付け
躯体の設計指針
≪改訂版≫

2013.10　No.180 （一財）建築保全センター

免震部材の接合部や取付け躯体の設計をする際のガイドライン

免震建築物のための設計用
入力地震動作成ガイドライン
≪改訂版≫

【A4版・82頁】
￥1,500

￥2,000
2014年1月

内　　　　容 発行年月
会員価格
非会員価格

会誌「MENSHIN」
【A4版・約90頁】

免震建築・技術に関わる情報誌、免震建築紹介、免震建築訪問記、設計例、部材の性能、
免震関連技術等

￥2,500

￥3,000

免震部材標準品リスト
≪改訂版≫－2009－ 【A4版・760頁】

￥3,500

￥4,000

大臣認定された免震部材で、免震建築物の設計に必要な部材ごとの性能基準値を一覧表に
まとめたもの（CD-ROM付き）

免震建物の維持管理基準
≪改訂版≫－2012－ （ユーザーズマニュアル付）

免震建物では、地震時の変位が免震層に集中することから、免震層・免震部材を中心とし
た通常点検・定期点検など、免震建物維持管理のための点検要領などを定めた協会の基準

【A4版・29頁】

￥500

￥1,000
設計・施工に役立つ問題事例
と推奨事例ー点検業務から
見た免震建物ー 画、免震部材、維持管理について解説。

免震建物の点検時に発見される設計や施工に起因する不具合事例について、推奨事例も含
めて解説。チェック編と解説編から構成。建築計画、構造計画、配管・配線計画、施工計

【A4版・20頁】

￥500

￥1,000

積層ゴムの限界性能とすべり・
転がり支承の摩擦特性の現状

積層ゴムアイソレーターの限界性能、すべり・転がり支承の摩擦特性に関する実データを
集積し調査結果をまとめたもの

【A4版・46頁】
￥1,500

年4回発行
2月､5月､
8月､11月

2009年11月

2012年10月

2007年8月

2003年8月

パッシブ制振構造設計・
施工マニュアル
≪第3版　第1刷≫－2013年版－

【A4版・565頁】
わが国で唯一の制振構造専門の設計・施工指針
第2版をより分かり易くした改訂版 ￥5,0002013年11月

時刻歴応答解析法により免震建築物の耐震安全性を検証する際の設計マニュアル
【A4版・206頁】

￥2,000

￥2,500
2010年3月

免震建築物の
耐震性能評価表示指針
及び性能評価例 【A4版・225頁】

免震建築物の地震に対する性能を時刻歴応答解析法により評価する具体的な方法を示すも
ので、性能評価例付き

￥2,000

￥2,500
2005年11月

JSSI 時刻歴応答解析による
免震建築物の設計基準・
同マニュアル及び設計例≪改訂版≫

免震建物の建築・設備標準
－2009－

免震建物の建築や設備の設計に関する標準を示すもの
【A4版・87頁】

￥1,000

￥1,500
2009年12月

一般社団法人日本免震構造協会出版物のご案内 2014年1月31日

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説

住宅）

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説（戸建て免震

【日本建築センター】

【日本建築センター】

耐震改修ガイドライン
【日本建築防災協会】

￥3,500

￥4,000

￥3,550

￥4,100

￥3,800

￥4,500

2001年5月*1

2006年2月*1

2006年6月*2

免震構造施工標準
－2013－

【経済調査会】

￥2,100

￥2,500
2013年7月免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの

【A4版・117頁】

【オーム社】

￥4,700

￥5,250
2010年12月免震構造に携わる実務者必携の書。部材の基礎知識から免震構造の設計、免震層の施工、

維持管理に関する実践的知識までを系統的に、かつ、平易に解説 【B5版・310頁】

免震構造
－部材の基本から設計･施工まで－

「免震告示（免震建物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準（平成12年建設省告示

【A4版・216頁】
第2009号））」に関する解説書

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免震
告示」の解説書

【A4版・195頁】

既存の主としてRC造建築の免震構法・制震構法を用いて耐震改修する際の手引書
【A4版・129頁】

*1　協会の販売は2006年5月～　　　*2　協会の販売は2006年10月～

協会編集書籍のご案内（他社出版）
タイトル

￥2,000

￥3,000
免震建物の耐火設計ガイドブック 免震建物の耐火設計・免震装置の構成材料の温度特性・装置の耐火性・耐火被覆方法等に

関する実務書 【A4版・185頁】 2012年3月

￥2,000

￥3,000
主に免震建築物の設計実務に携わる構造技術者が入力地震動について理解を深めようとする
際の指標となるもの 【A4版・123頁】 2014年1月

￥2,000

￥3,000
免震建築物の耐風設計指針 高層建築物や塔状比の大きな建築物への免震構造適用の増加に伴い必要性が高まってきた

免震エキスパンションジョイント
ガイドライン

免震構造の耐風設計指針・解説と関連技術情報を整備 【A4版・151頁】

免震エキスパンションジョイントの地震時の損傷防止のためのガイドライン。エキスパンシ
ョンジョイントの目標性能を示すとともに、設計、製作、施工、検査、維持管理上の留意点

2012年9月

【A4版・134頁】をまとめた。

￥2,000

￥3,000
2013年4月

大地震に備える 【ナレーション・字幕/英語】
～免震構造の魅力～
【英語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD　約9分】

￥1,500
￥2,000

※Academy
￥1,000

2006年11月

地震から建物を守る免震
【和文、英文版】

免震建築の普及のため一般向けに免震構造を説明したカラーパンフレット
【A5版・6頁】 2009年9月

30部まで無料
（31部以上
1部￥100）

ユーザーズマニュアル 免震建物を使用または所有されている方への注意点をまとめたカラーパンフレット
【A4版・2ツ折】

2007年10月
30部まで無料
（31部以上
1部￥50）

免震のすすめ
これから建物を建てようとする方々向けに大地震から人命・財産・日常生活を守る免震建
物を分かり易く解説、メリット・装置の役割・コストと性能などを記したカラーパンフレ
ット

30部まで無料
（31部以上
ご相談）

2005年8月
【A4版・3ツ折】

免震建築の基本がわかる本
【オーム社】

￥2,600

￥2,940
2013年6月

建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書。
Ｑ＆Ａ方式で、免震建築、特に事務所やマンションなどのビルもの全般にわたり、免震の
基本的なところから計画・設計・施工・維持管理など幅広く解説。 【A5版・190頁】

【Ohmsha】

￥5,800How to Plan and Implement 
Seismic Isolation for Buildings

￥6,510
2013年4月考え方進め方免震建築の英語版

【A5判・123頁】
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